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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色剤と、バインダー成分と、溶剤とを含有し、前記着色剤が、下記一般式（Ｉ）で表
される色材と青色色材とを含む、カラーフィルタ用着色樹脂組成物。
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立に置換基を有していても良いアルキル基又は
アリール基であり、Ｒ３及びＲ４は各々独立に置換基を有していても良いアリール基又は
ヘテロアリール基である。前記アルキル基が有していても良い置換基は、ハロゲン原子、
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置換基を有しないアリール基、－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ

’で示される一価の基、－ＳＯ２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃ

で示される一価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”

－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一価の基であり、前記アリール基又はヘテロアリール基が有
していても良い置換基は、置換基を有しないアルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、
－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される一価の基、－ＳＯ

２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃで示される一価の基、－Ｒｂ’

－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一
価の基である。前記Ｒａ、Ｒａ’、Ｒａ”、Ｒｂ、Ｒｂ’、Ｒｂ”、Ｒｃ、Ｒｃ’及びＲ
ｃ”は、置換基を有しないアルキル基を示す。）
【請求項２】
　前記一般式（Ｉ）で表される色材が、アミン価を有する分散剤により、溶剤に分散され
てなる、請求項１に記載のカラーフィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項３】
　前記一般式（Ｉ）で表される色材において、Ｒ３及びＲ４が互いに異なる、請求項１又
は２に記載のカラーフィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項４】
　前記青色色材が、トリアリールメタン系色材を含む、請求項１乃至３のいずれか一項に
記載のカラーフィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項５】
　前記青色色材が、銅フタロシアニン顔料を含む、請求項１乃至４のいずれか一項に記載
のカラーフィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項６】
　前記溶剤が、エステル系溶剤である、請求項１乃至５のいずれか一項に記載のカラーフ
ィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項７】
　下記一般式（Ｉ）で表される色材が、アミン価を有する分散剤により、溶剤に分散され
てなる、カラーフィルタ用色材分散液。

【化２】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立に置換基を有していても良いアルキル基又は
アリール基であり、Ｒ３及びＲ４は各々独立に置換基を有していても良いアリール基又は
ヘテロアリール基である。前記アルキル基が有していても良い置換基は、ハロゲン原子、
置換基を有しないアリール基、－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ

’で示される一価の基、－ＳＯ２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃ

で示される一価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”

－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一価の基であり、前記アリール基又はヘテロアリール基が有
していても良い置換基は、置換基を有しないアルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、
－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される一価の基、－ＳＯ
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２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃで示される一価の基、－Ｒｂ’

－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一
価の基である。前記Ｒａ、Ｒａ’、Ｒａ”、Ｒｂ、Ｒｂ’、Ｒｂ”、Ｒｃ、Ｒｃ’及びＲ
ｃ”は、置換基を有しないアルキル基を示す。）
【請求項８】
　前記溶剤が、エステル系溶剤である、請求項７に記載のカラーフィルタ用色材分散液。
【請求項９】
　透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを少なくとも備えるカラーフィルタ
であって、前記着色層の少なくとも１つが、請求項１乃至６のいずれか一項に記載のカラ
ーフィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層である、カラーフィルタ
。
【請求項１０】
　請求項９に記載のカラーフィルタと、対向基板と、前記カラーフィルタと前記対向基板
との間に形成された液晶層とを有する、液晶表示装置。
【請求項１１】
　請求項９に記載のカラーフィルタと、有機発光体とを有する、有機発光表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カラーフィルタ用着色樹脂組成物、色材分散液、カラーフィルタ、液晶表示
装置、及び有機発光表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ディスプレイ等に代表される薄型画像表示装置、いわゆるフラットパネルディス
プレイは、その市場価格が生産技術の進化と共に年々手ごろになり、さらに需要が拡大さ
れ、生産量も増加しており、特にカラー液晶テレビは、テレビのメインストリームに到達
した。また、最近においては、自発光により視認性が高い有機ＥＬディスプレイのような
有機発光表示装置も、次世代画像表示装置として注目されている。これらの画像表示装置
の性能においては、コントラストや色再現性の向上といったさらなる高画質化や消費電力
の低減が強く望まれている。
　これらの液晶表示装置や有機発光表示装置には、カラーフィルタが用いられる。例えば
カラー液晶ディスプレイの場合は、バックライトを光源とし、電気的に液晶を駆動させる
ことで光量を制御し、その光がカラーフィルタを通過することで色表現を行っている。よ
って液晶テレビの色表現にはカラーフィルタは無くてはならず、またディスプレイの性能
を左右する大きな役目を担っている。有機発光表示装置では、白色発光の有機発光素子に
カラーフィルタを用いた場合、液晶表示装置と同様にカラー画像を形成する。
【０００３】
　近年の傾向として、画像表示装置の省電力化が求められており、バックライトの利用効
率を向上させるためにカラーフィルタの高輝度化が求められている。特にモバイルディス
プレイ（携帯電話、スマートフォン、タブレットＰＣ）では大きな課題である。また、こ
のような画像表示装置では、コントラストや色再現性の向上といったさらなる高画質化も
求められている。
　技術進化により電池容量が大きくなったとは言え、モバイルの蓄電量は有限であること
に変わりはなく、その一方で画面サイズの拡大に伴い消費電力は増加する傾向にある。モ
バイル端末の使用可能時間や充電頻度に直結するために、カラーフィルタを含む画像表示
装置は、モバイル端末の設計や性能を左右する。
【０００４】
　ここで、カラーフィルタは、一般的に、透明基板と、透明基板上に形成され、赤、緑、
青の三原色の着色パターンからなる着色層と、各着色パターンを区画するように透明基板
上に形成された遮光部とを有している。
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　カラーフィルタの着色層には、着色剤として顔料や染料を有する着色層形成用樹脂組成
物が用いられる。顔料は染料と比較して、一般に、耐熱性等、諸耐性に優れているが、製
造されたカラーフィルタの輝度が不十分となる場合があった。
　一方、色材として染料を用いる場合には、輝度の高いカラーフィルタを製造し得るが、
各種耐性やコントラストが不十分となる問題があった。
【０００５】
　そこで、近年では、着色層形成用樹脂組成物において、異なる種類の色材を組み合わせ
て用いることが行われている。例えば特許文献１には、カラーフィルタの高明度化を目的
として、青色有機顔料と、キサンテンを基本骨格として有する特定構造の有機溶剤可溶性
染料とを含んだ着色感光性樹脂組成物を用いる旨が記載されている。
　しかしながら、特許文献１に記載の着色感光性樹脂組成物では、十分な耐光性を有する
カラーフィルタを得ることが困難であり、また、染料を溶解させるために極性溶剤を用い
るため、安定性が悪かった。さらに、カラーフィルタの輝度の更なる向上も求められてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－３２９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、輝度及び耐光性に優れた着色層を形
成可能なカラーフィルタ用着色樹脂組成物、輝度及び耐光性に優れた塗膜を形成可能な色
材分散液、前記カラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いて形成された高輝度なカラーフィ
ルタ、当該カラーフィルタを有する液晶表示装置及び有機発光表示装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、着色剤と、バインダー成分と、溶剤
とを含有し、前記着色剤が、下記一般式（Ｉ）で表される色材と青色色材とを含むことを
特徴とする。
【０００９】
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立に置換基を有していても良いアルキル基又は
アリール基であり、Ｒ３及びＲ４は各々独立に置換基を有していても良いアリール基又は
ヘテロアリール基である。前記アルキル基が有していても良い置換基は、ハロゲン原子、
置換基を有しないアリール基、－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ

’で示される一価の基、－ＳＯ２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃ
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で示される一価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”

－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一価の基であり、前記アリール基又はヘテロアリール基が有
していても良い置換基は、置換基を有しないアルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、
－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される一価の基、－ＳＯ

２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃで示される一価の基、－Ｒｂ’

－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一
価の基である。前記Ｒａ、Ｒａ’、Ｒａ”、Ｒｂ、Ｒｂ’、Ｒｂ”、Ｒｃ、Ｒｃ’及びＲ
ｃ”は、置換基を有しないアルキル基を示す。）
【００１０】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記一般式（Ｉ）で表される色材が
、アミン価を有する分散剤により、溶剤に分散されてなるものとすることができる。この
場合には、前記色材を溶解させるための極性溶剤を用いなくても良いので、優れた安定性
を有するようになる。また、形成された塗膜が溶剤再溶解性を有する点から好ましい。
【００１１】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記一般式（Ｉ）で表される色材に
おいて、Ｒ３及びＲ４が互いに異なるものとする場合には、前記一般式（Ｉ）で表される
色材の分子設計の幅が広がり、分光特性の調整幅も広くなるため、当該色材を目標色度に
近づけ、さらに輝度を向上することが容易になる点から好ましい。
【００１２】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記青色色材がトリアリールメタン
系色材を含むことが、輝度及びコントラストに優れる点から好ましい。
【００１３】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記青色色材が銅フタロシアニン顔
料を含むことが、耐熱性等の諸耐性に優れる点から好ましい。
【００１４】
　本発明に係るカラーフィルタ用色材分散液は、下記一般式（Ｉ）で表される色材が、ア
ミン価を有する分散剤により、溶剤に分散されてなることを特徴とする。
【００１５】

【化２】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立に置換基を有していても良いアルキル基又は
アリール基であり、Ｒ３及びＲ４は各々独立に置換基を有していても良いアリール基又は
ヘテロアリール基である。前記アルキル基が有していても良い置換基は、ハロゲン原子、
置換基を有しないアリール基、－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ

’で示される一価の基、－ＳＯ２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃ

で示される一価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”

－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一価の基であり、前記アリール基又はヘテロアリール基が有
していても良い置換基は、置換基を有しないアルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、
－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される一価の基、－ＳＯ
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－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、又は、－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一
価の基である。前記Ｒａ、Ｒａ’、Ｒａ”、Ｒｂ、Ｒｂ’、Ｒｂ”、Ｒｃ、Ｒｃ’及びＲ
ｃ”は、置換基を有しないアルキル基を示す。）
【００１６】
　本発明に係るカラーフィルタは、透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを
少なくとも備えるカラーフィルタであって、前記着色層の少なくとも１つが、前記本発明
に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層であることを
特徴とする。
【００１７】
　本発明に係る液晶表示装置は、前記本発明に係るカラーフィルタと、対向基板と、前記
カラーフィルタと前記対向基板との間に形成された液晶層とを有することを特徴とする。
【００１８】
　本発明に係る有機発光表示装置は、前記本発明に係るカラーフィルタと、有機発光体と
を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、輝度及び耐光性に優れた着色層を形成可能なカラーフィルタ用着色樹
脂組成物、輝度及び耐光性に優れた塗膜を形成可能な色材分散液、前記カラーフィルタ用
着色樹脂組成物を用いて形成された高輝度なカラーフィルタ、当該カラーフィルタを有す
る液晶表示装置及び有機発光表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明のカラーフィルタの一例を示す概略断面図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明の有機発光表示装置の一例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物、色材分散液、カラーフィルタ、
液晶表示装置及び有機発光表示装置について順に説明する。
　なお、本発明において光には、可視及び非可視領域の波長の電磁波、さらには放射線が
含まれ、放射線には、例えばマイクロ波、電子線が含まれる。具体的には、波長５μｍ以
下の電磁波、及び電子線のことをいう。また本発明において（メタ）アクリルとは、アク
リル及びメタクリルの各々を表し、（メタ）アクリレートとは、アクリレート及びメタク
リレートの各々を表す。
　また、ピグメントブルーを「ＰＢ」と、ベーシックブルーを「ＢＢ」と、ピグメントバ
イオレットを「ＰＶ」と、アシッドレッドを「ＡＲ」とそれぞれ略することがある。
【００２２】
１．カラーフィルタ用着色樹脂組成物
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、着色剤と、バインダー成分と、溶剤
とを含有し、前記着色剤が、下記一般式（Ｉ）で表される色材と青色色材とを含むことを
特徴とする。
【００２３】
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【化３】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立にアルキル基又はアリール基であり、Ｒ３及
びＲ４は各々独立にアリール基又はヘテロアリール基である。）
【００２４】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、着色剤として上記一般式（Ｉ）で表
される色材と青色色材とを組み合わせて用いることにより、輝度及び耐光性に優れる着色
層を形成することができる。
　従来、青色色材に組み合わせて用いる色材として、高輝度化等を目的としてキサンテン
を基本骨格として有するキサンテン系染料を採用することは、特許文献１にも記載される
ように行われていた。しかし、従来具体的に記載されていたキサンテン系染料は耐光性が
劣るものであった。
　一方、本発明に用いられる上記一般式（Ｉ）で表される色材は、キサンテンを基本骨格
として有することの他、ＳＯ２を含む官能基を１つのみ有し、窒素原子と結合するＲ１～
Ｒ４のいずれも水素原子ではなく、Ｒ３及びＲ４がアリール基又はヘテロアリール基であ
るので、窒素原子に飽和炭化水素基のみが結合していることがなく、アルカリ金属イオン
を有しないことを特徴とする。このような特徴を有する上記一般式（Ｉ）で表される色材
を用いることにより、本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、従来のキサンテ
ン系染料を用いた場合よりもさらに着色層の輝度及び耐光性を向上させることができる。
　上記効果が得られる作用は、未解明の部分はあるが、以下のように考えられる。上記一
般式（Ｉ）で表される色材は、カチオン性のキサンテン骨格と、アニオン性の－ＳＯ３

－

基１個とを有するため、電気的に安定化する。そのため、溶剤中に分散させても、解離す
ることなく安定性に優れているものと推定される。また、窒素原子が、アリール基又はヘ
テロアリール基のような芳香族性の置換基を有するため、当該窒素原子が有する孤立電子
対が、キサンテン骨格のみならず当該アリール基又はヘテロアリール基とも共鳴すること
により、分子がより安定化するものと推定される。更に、窒素原子は直接水素原子と結合
していないため、窒素原子から水素原子が脱離して当該色材が不安定化することはない。
これらのことから、前記一般式（Ｉ）で表される色材は、光照射下でも安定で、耐光性に
優れており、当該色材を用いることにより耐光性に優れた着色層が形成可能となる。また
、色材の退色が抑制される結果、着色層の輝度を向上することができる。
　また、上記一般式（Ｉ）で表される色材は、Ｒ３及びＲ４を互いに異なるものとするこ
とができるため、分子設計の幅が広く、これにより分光特性等の調整幅も広いため、当該
色材を目標色度に近づけ、さらに輝度を向上することが容易である。
　また、上記一般式（Ｉ）で表される色材は、カチオン性のキサンテン骨格と、アニオン
性の－ＳＯ３

－基を１個のみ有し、分子内塩のみを有するため、アルカリ金属イオンを含
有しない。これにより、本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いて着色層を
形成する場合、液晶パネルとしたときに着色層から液晶層へのアルカリ金属イオンの溶出
がなく、容易に電気信頼性に優れる着色層を得ることができる。
　さらに、上記一般式（Ｉ）で表される色材は、ＳＯ２を含む官能基が１つのみであるこ
とから、従来のキサンテン系染料に比べてＰＧＭＥＡ等の低極性溶媒との親和性が高くな
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る。また、上記一般式（Ｉ）で表される色材を溶剤に溶解させる場合にも従来用いられて
いた極性溶媒よりは極性の低い溶媒を用いることができるので、本発明に係るカラーフィ
ルタ用着色樹脂組成物は安定性に優れる。
【００２５】
＜着色剤＞
　本発明に用いられる着色剤は、下記一般式（Ｉ）で表される色材と、青色色材とを含み
、必要に応じて他の色材を配合してもよい。各色材について、以下に説明する。
【００２６】
【化４】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は各々独立にアルキル基又はアリール基であり、Ｒ３及
びＲ４は各々独立にアリール基又はヘテロアリール基である。）
【００２７】
　前記一般式（Ｉ）において、Ｒ１及びＲ２におけるアルキル基とは、特に限定されない
が、例えば、置換基を有していてもよい炭素数１～２０の直鎖又は分岐状アルキル基等が
挙げられ、中でも、炭素数が１～８の直鎖又は分岐のアルキル基であることが好ましく、
炭素数が１～５の直鎖又は分岐のアルキル基であることがより好ましい。アルキル基が有
してもよい置換基としては、特に限定されないが、例えば、ハロゲン原子、アリール基、
カルバモイル基、－ＣＯ－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される
一価の基、－ＳＯ２－Ｒａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃで示される一
価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、及び－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ

”で示される一価の基等が挙げられる。
　Ｒ１～Ｒ４におけるアリール基とは、特に限定されないが、例えば、置換基を有してい
てもよい炭素数６～２０のアリール基が挙げられ、中でも、フェニル基、ナフチル基等を
有する基が好ましい。
　Ｒ３及びＲ４におけるヘテロアリール基とは、特に限定されないが、置換基を有してい
てもよい炭素数５～２０のヘテロアリール基が挙げられ、ヘテロ原子として、例えば、窒
素原子、酸素原子、硫黄原子を含むものが好ましい。また、ヘテロアリール基として具体
的には例えば、フラン、チオフェン、ピロール、ピリジン等が挙げられる。
　アリール基又はヘテロアリール基が有してもよい置換基としては、特に限定されないが
、例えば、アルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、水酸基、カルバモイル基、－ＣＯ
－Ｏ－Ｒａで示される一価の基、－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ’で示される一価の基、－ＳＯ２－Ｒ
ａ”で示される一価の基、－Ｒｂ－ＣＯ－Ｏ－Ｒｃで示される一価の基、－Ｒｂ’－Ｏ－
ＣＯ－Ｒｃ’で示される一価の基、－Ｒｂ”－ＳＯ２－Ｒｃ”で示される一価の基等が挙
げられる。前記Ｒａ、Ｒａ’、Ｒａ”、Ｒｂ、Ｒｂ’、Ｒｂ”、Ｒｃ、Ｒｃ’及びＲｃ”

は、アルキル基を示す。これらの置換基は、耐熱性等に悪影響を及ぼさない点から好適に
用いられる。これらの置換基による電子吸引性及び電子供与性を調整することにより、分
光特性の調整をすることが可能である。
　なお、Ｒ１～Ｒ４におけるアルキル基は、無置換又はアリール基であることが好ましく
、アリール基又はヘテロアリール基の置換基は、アルキル基であることが好ましい。この
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ような場合、前記一般式（Ｉ）で表される色材は極性が低下するため、ＰＧＭＥＡ等の低
極性溶媒に対する親和性が向上するからである。また、前記色材を溶剤に溶解させる場合
においてもより低極性溶媒を用いることができ、低極性溶媒を用いることで本発明のカラ
ーフィルタ用着色樹脂組成物の安定性が向上する。
　また、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ同一であっても異なっていても良く、前記一般式（Ｉ）
で表される色材のＲ１～Ｒ４は、キサンテン環に対して対称であっても非対称であっても
良い。中でも、Ｒ３及びＲ４が互いに異なるものとする場合には、前記一般式（Ｉ）で表
される色材の分子設計の幅が広がり、分光特性の調整幅も広くなるため、当該色材を目標
色度に近づけ、さらに輝度を向上することが容易になる点から好ましい。
　また、前記一般式（Ｉ）において、キサンテン骨格に結合したベンゼン環が有する－Ｓ
Ｏ３

－基の置換位置は、特に限定されないが、キサンテン骨格に対して、オルト位又はパ
ラ位であることが好ましく、－ＳＯ３

－基がキサンテン骨格に対してオルト位に置換され
ていることが、耐熱性と耐光性の点から好ましい。その作用機構は明らかではないが、－
ＳＯ３

－基がオルト位にあると、ベンゼン環が結合しているキサンテン骨格の炭素原子と
共鳴して環構造を形成でき、そのために耐熱性と耐光性が向上すると推定される。
【００２８】
　また、前記一般式（Ｉ）で表される色材は、－ＳＯ３

－基を－ＳＯ３Ｈ基に変換して用
いることができる。－ＳＯ３

－基を－ＳＯ３Ｈ基に変換する方法は特に限定されない。例
えば、弱酸遊離反応を利用する酸処理法、陽イオン交換樹脂を利用する方法等が挙げられ
る。
　酸処理法としては、例えば、前記色材をメタノール等の良溶媒で且つ酸が溶解する溶媒
に溶解し、酸を加えることにより、－ＳＯ３

－基を－ＳＯ３Ｈ基に変換する方法が挙げら
れる。当該酸処理法に用いる酸は、－ＳＯ３

－基を－ＳＯ３Ｈ基に変換した酸よりも酸性
度の高い酸であれば特に限定されない。汎用性の高い酸としては、例えば、塩酸、硫酸、
硝酸、ｐ－トルエンスルホン酸（ＰＴＳ）、トリフルオロメタンスルホン酸等が挙げられ
る。
　一方、陽イオン交換樹脂を利用する方法に用いられるイオン交換樹脂としては、ダイヤ
イオンＰＫ－２１６Ｈ（三菱化学社製　商品名）等のスルホン酸末端の陽イオン交換樹脂
等が挙げられる。
　なお、色材の－ＳＯ３

－基を－ＳＯ３Ｈ基に変換するスルホン酸化処理は、色材を良溶
媒に溶かした後に行い、固体としてスルホン酸基（－ＳＯ３Ｈ）を有する色材を取り出す
ことなく、続いてＰＧＭＥＡや分散剤を加える等、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の調
製をする際に行ってもよい。あるいは、色材のスルホン酸化を行った後、再沈殿法や再結
晶法により固体としてスルホン酸基を有する色材を取り出してから、カラーフィルタ用着
色樹脂組成物を調製してもよい。中でも、色材の回収率の観点から、前者の方法が好まし
い。
　また、前記一般式（Ｉ）で表される色材は、一種単独で用いても良いし、２種以上を組
み合わせて用いても良い。
【００２９】
　前記一般式（Ｉ）で表される色材の製造方法は、特に限定されないが、具体的には例え
ば下記の方法が挙げられる。
　スルホフルオラン化合物と対応するアミン化合物を溶媒中で還流させ、この反応液を６
０℃でろ過して不溶解分を除いた後、溶媒の一部を除き、６％塩酸に注ぐ。次いで、大量
の水を加えて室温で３０分間攪拌した後、ウェットケーキをろ取する。このウェットケー
キを水やお湯で洗浄後、乾燥させることにより上記一般式（Ｉ）の色材が得られる。また
、Ｒ１及びＲ３とＲ２及びＲ４の一部の構造が異なり、キサンテン環に対して非対称であ
る一般式（Ｉ）の色材を製造する場合は、対応する半分のアミン化合物を、大希釈のスル
ホフルオラン化合物メタノール溶液に、少量ずつ滴下し、反応後、残る一方のアミン化合
物を滴下したり、各アミン化合物の１：１溶液をスルホフルオラン化合物メタノール溶液
にゆっくり滴下したりすることにより、高収率で非対称の一般式（Ｉ）の色材を得ること
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【００３０】
（青色色材）
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に用いられる青色色材としては、特に限定さ
れず、公知の青色有機顔料、青色染料及び青色レーキ顔料等を用いることができる。ここ
で、青色有機顔料は、染料やレーキ顔料に比べ、耐熱性や耐光性等の諸耐性に優れ、青色
染料は、可溶性のため有機顔料に比べて透過性が高い。また、レーキ顔料とは、水に可溶
性の染料をレーキ化剤（沈殿剤）で沈殿して不溶性にした有機顔料をいう。レーキ顔料は
、染料由来のため、通常の顔料に比べて透過率が高く、高輝度化の要求を達成することが
可能である。
【００３１】
　前記青色有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１
５：６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０等が挙げられる。中でも、比較的輝度に優れる点
から、銅フタロシアニン系の青色顔料が好ましい。
【００３２】
　前記青色染料としては、例えば、メチン系染料、アントラキノン系染料、アゾ系染料、
トリアリールメタン系染料、フタロシアニン系染料、アントラキノン系染料等が挙げられ
る。
【００３３】
　前記青色レーキ顔料としては、例えば、上記のような青色染料をレーキ化剤によりレー
キ化したもの等が挙げられる。
　レーキ化剤としては、特に限定されないが、例えば、リンタングステン酸、リンモリブ
デン酸、リンタングステンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸、３，４，５－トリヒ
ドロキシ安息香酸、フェリシアン化物、フェロシアン化物等を用いることができる。
【００３４】
　青色レーキ顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、Ｃ．Ｉ．ピグメント
ブルー１：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー３、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブルー８、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー９、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１０、Ｃ．
Ｉ．ピグメントブルー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー
１７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１８、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１９、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブルー２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２４：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー５
３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー５６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー５６：１、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントブルー６１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６１：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６２
、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７８等が挙げられる。
【００３５】
　前記青色染料及び前記青色レーキ顔料としては、特に限定されないが、中でも、着色層
の輝度及びコントラストを向上する点から、トリアリールメタンを基本骨格として含むト
リアリールメタン系色材が好ましい。
　トリアリールメタン系の青色色材としては、例えば、下記一般式（ＩＩ）で表されるト
リアリールメタン骨格を有するトリアリールメタン系染料、及びトリアリールメタン系レ
ーキ顔料等が挙げられる。
【００３６】



(11) JP 5646663 B2 2014.12.24

10

20

30

40

50

【化５】

（一般式（ＩＩ）中、Ｒｉ～Ｒｖｉは各々独立に水素原子、置換基を有していてもよいア
ルキル基又は置換基を有していてもよいアリール基を表し、ＲｉとＲｉｉ、ＲｉｉｉとＲ
ｉｖ、ＲｖとＲｖｉが結合して環構造を形成してもよい。Ａｒｉは置換基を有していても
よい２価の芳香族基を表す。複数あるＲｉ～Ｒｖｉ及びＡｒｉはそれぞれ同一であっても
異なっていてもよい。）
【００３７】
　前記一般式（ＩＩ）において、Ｒｉ～Ｒｖｉにおけるアルキル基は、特に限定されず、
例えば、炭素数１～２０の直鎖又は分岐状アルキル基等が挙げられ、中でも、炭素数が１
～８の直鎖又は分岐のアルキル基であることが好ましく、炭素数が１～５の直鎖又は分岐
のアルキル基であることが、製造及び原料調達の容易さの点からより好ましく、中でも特
にエチル基及びメチル基が好ましい。アルキル基が有してもよい置換基としては、特に限
定されないが、例えば、アリール基、ハロゲン原子、水酸基等が挙げられ、置換されたア
ルキル基としては、ベンジル基等が挙げられる。
　Ｒｉ～Ｒｖｉにおけるアリール基は、特に限定されないが、例えば、炭素数６～１２の
アリール基等が挙げられ、具体的には例えば、フェニル基、ナフチル基等が挙げられる。
アリール基が有してもよい置換基としては、例えばアルキル基、ハロゲン原子等が挙げら
れる。
　ＲｉとＲｉｉ、ＲｉｉｉとＲｉｖ、ＲｖとＲｖｉが結合して環構造を形成しているとは
、ＲｉとＲｉｉ、ＲｉｉｉとＲｉｖ、ＲｖとＲｖｉが窒素原子を介して環構造を形成して
いることをいう。環構造は特に限定されないが、例えばピロリジン環、ピペリジン環、モ
ルホリン環等が挙げられる。
【００３８】
　Ａｒｉにおける２価の芳香族基は特に限定されず、炭素環からなる芳香族炭化水素基の
他、複素環基であってもよい。芳香族炭化水素基における芳香族炭化水素としては、ベン
ゼン環の他、ナフタレン環、テトラリン環、インデン環、フルオレン環、アントラセン環
、フェナントレン環等の縮合多環芳香族炭化水素；ビフェニル、ターフェニル、ジフェニ
ルメタン、トリフェニルメタン、スチルベン等の鎖状多環式炭化水素が挙げられる。当該
鎖状多環式炭化水素においては、ジフェニルエーテル等のように鎖状骨格中にＯ、Ｓ、Ｎ
を有していてもよい。一方、複素環基における複素環としては、フラン、チオフェン、ピ
ロール、オキサゾール、チアゾール、イミダゾール、ピラゾール等の５員複素環；ピラン
、ピロン、ピリジン、ピロン、ピリダジン、ピリミジン、ピラジン等の６員複素環；ベン
ゾフラン、チオナフテン、インドール、カルバゾール、クマリン、ベンゾ－ピロン、キノ
リン、イソキノリン、アクリジン、フタラジン、キナゾリン、キノキサリン等の縮合多環
式複素環が挙げられる。これらの芳香族基は置換基を有していてもよい。
　芳香族基が有していてもよい置換基としては、炭素数１～５のアルキル基、ハロゲン原
子等が挙げられる。
　Ａｒｉは炭素数が６～２０の芳香族基であることが好ましく、炭素数が１０～１４の縮
合多環式炭素環からなる芳香族基がより好ましく、中でも特にフェニレン基やナフチレン
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　また、１分子内に複数あるＲｉ～Ｒｖｉ及びＡｒｉは、同一であっても異なっていても
よい。
【００３９】
　前記一般式（ＩＩ）で表されるトリアリールメタン系染料の具体例としては、例えば、
ベーシック　ブルー７、ベーシック　ブルー２６等が挙げられる。
【００４０】
　また、前記トリアリールメタン系レーキ顔料としては、下記一般式（ＩＩ’）で表され
る、塩基性トリアリールメタン系染料の、モリブデン、タングステン、ケイ素、リンから
選ばれる１つないしは複数の元素と、酸素とを必須元素として含有するアニオンからなる
レーキ顔料が、着色層の高輝度化を達成する点から好適に用いられる。
【００４１】
【化６】

（一般式（ＩＩ’）中、ＲＩ～ＲＶＩは各々独立に、水素原子、炭素原子数１～１２のア
ルキル基、炭素原子数６～１２のアリール基、もしくは炭素原子数７～１６のアラルキル
基を表し、Ｘ－は、モリブデン、タングステン、ケイ素、リンから選ばれる１つないしは
複数の元素と、酸素とを必須元素として含有するアニオンである。）
【００４２】
　上記アニオンＸ－としては、中でも、モリブデン及びタングステンの少なくとも１つを
必須元素として含有するヘテロポリ酸もしくはイソポリ酸のアニオンであることが好まし
い。その中でも、リンタングステン酸、ケイタングステン酸、リンタングストモリブデン
酸、及びケイタングストモリブデン酸よりなる群から選択される１種以上が好適に用いら
れる。
　上記アニオンＸ－としては、その中でも特に、（ＰＭｏｘＷ１２－ｘＯ４０）３－／３
（ここで、ｘ＝１、２、又は３の整数）、（ＳｉＭｏＷ１１Ｏ４０）４－／４、（Ｐ２Ｍ
ｏｙＷ１８－ｙＯ６２）６－／６（ここで、ｙ＝１、２、又は３の整数）が好適に用いら
れる。（ＳｉＭｏＷ１１Ｏ４０）４－／４及び（Ｐ２ＭｏｙＷ１８－ｙＯ６２）６－／６
（ここで、ｙ＝１、２、又は３の整数）の少なくとも１つを用いる場合には、耐熱性が向
上する点から好ましい。
　このようなレーキ顔料は、例えば国際公開第２０１２／０３９４１６号パンフレット及
び国際公開第２０１２／０３９４１７号パンフレットを参考にして調製することができる
。
【００４３】
　また、トリアリールメタン系レーキ顔料としては、下記一般式（ＩＩ”）で表されるも
のも、着色層の高輝度化を達成する点から好適に用いられる。
【００４４】
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【化７】

（一般式（ＩＩ”）中、Ａは、Ｎと直接結合する炭素原子がπ結合を有しないａ価の有機
基であって、当該有機基は、少なくともＮと直接結合する末端に飽和脂肪族炭化水素基を
有する脂肪族炭化水素基、又は当該脂肪族炭化水素基を有する芳香族基を表し、炭素鎖中
にＯ、Ｓ、Ｎが含まれていてもよい。Ｂｃ－はｃ価のアニオンを表す。ＲＸＩ～ＲＸＶは
各々独立に水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよ
いアリール基を表し、ＲＸＩＩとＲＸＩＩＩ、ＲＸＩＶとＲＸＶが結合して環構造を形成
してもよい。Ａｒ１は置換基を有していてもよい２価の芳香族基を表す。複数あるＲＸＩ

～ＲＸＶ及びＡｒ１はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。
　ａ及びｃは２以上の整数、ｂ及びｄは１以上の整数を表す。ｅは０又は１であり、ｅが
０のとき結合は存在しない。複数あるｅは同一であっても異なっていてもよい。）
【００４５】
　一般式（ＩＩ”）におけるＡは、Ｎ（窒素原子）と直接結合する炭素原子がπ結合を有
しないａ価の有機基であって、当該有機基は、少なくともＮと直接結合する末端に飽和脂
肪族炭化水素基を有する脂肪族炭化水素基、又は当該脂肪族炭化水素基を有する芳香族基
を表し、炭素鎖中にＯ（酸素原子）、Ｓ（硫黄原子）、Ｎ（窒素原子）が含まれていても
よいものである。Ｎと直接結合する炭素原子がπ結合を有しないため、カチオン性の発色
部位が有する色調や透過率等の色特性は、連結基Ａや他の発色部位の影響を受けず、単量
体と同様の色を保持することができる。
　Ａにおいて、少なくともＮと直接結合する末端に飽和脂肪族炭化水素基を有する脂肪族
炭化水素基は、Ｎと直接結合する末端の炭素原子がπ結合を有しなければ、直鎖、分岐又
は環状のいずれであってもよく、末端以外の炭素原子が不飽和結合を有していてもよく、
置換基を有していてもよく、炭素鎖中に、Ｏ、Ｓ、Ｎが含まれていてもよい。例えば、カ
ルボニル基、カルボキシ基、オキシカルボニル基、アミド基等が含まれていてもよく、水
素原子が更にハロゲン原子等に置換されていてもよい。
　また、Ａにおいて上記脂肪族炭化水素基を有する芳香族基は、少なくともＮと直接結合
する末端に飽和脂肪族炭化水素基を有する脂肪族炭化水素基を有する、単環又は多環芳香
族基が挙げられ、置換基を有していてもよく、Ｏ、Ｓ、Ｎが含まれる複素環であってもよ
い。
　中でも、骨格の堅牢性の点から、Ａは、環状の脂肪族炭化水素基又は芳香族基を含むこ
とが好ましい。
　環状の脂肪族炭化水素基としては、中でも、有橋脂環式炭化水素基が、骨格の堅牢性の
点から好ましい。有橋脂環式炭化水素基とは、脂肪族環内に橋かけ構造を有し、多環構造
を有する多環状脂肪族炭化水素基をいい、例えば、ノルボルナン、ビシクロ［２，２，２
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］オクタン、アダマンタン等が挙げられる。有橋脂環式炭化水素基の中でも、ノルボルナ
ンが好ましい。また、芳香族基としては、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環を含む基が
挙げられ、中でも、ベンゼン環を含む基が好ましい。例えば、Ａが２価の有機基の場合、
炭素数１～２０の直鎖、分岐、又は環状のアルキレン基や、キシリレン基等の炭素数１～
２０のアルキレン基を２個置換した芳香族基等が挙げられる。
【００４６】
　Ａにおける価数ａは、カチオンを構成する発色性カチオン部位の数であり、ａは２以上
の整数である。このレーキ顔料においては、カチオンの価数ａが２以上であるため、耐熱
性に優れており、中でも、カチオンの価数ａが３以上であることが好ましい。ａの上限は
特に限定されないが、製造の容易性の点から、ａが４以下であることが好ましく、３以下
であることがより好ましい。
【００４７】
　一般式（ＩＩ”）中のＡｒ１及びＲＸＩ～ＲＸＶの具体例としては、国際公開第２０１
２／１４４５２０号パンフレットに記載のものが挙げられる。
【００４８】
　一般式（ＩＩ”）で表されるレーキ顔料において、アニオン部（Ｂｃ－）は、特に限定
されず、有機アニオンであっても無機アニオンであってもよい。ここで有機アニオンとは
、炭素原子を少なくとも１つ含有するアニオンを表す。また、無機アニオンとは、炭素原
子を含有しないアニオンを表す。本発明においては、高輝度で耐熱性に優れる点から、Ｂ
ｃ－が無機アニオンであることが好ましい。
　有機アニオン及び無機アニオンの具体例としては、国際公開第２０１２／１４４５２０
号パンフレットに記載のものが挙げられる。
　中でも、高輝度で耐熱性に優れる点から、タングステン（Ｗ）及びモリブデン（Ｍｏ）
の少なくとも１種を含む無機酸のアニオンであることが好ましい。
【００４９】
　一般式（ＩＩ”）におけるｂはカチオンの数を、ｄは分子会合体中のアニオンの数を示
し、ｂ及びｄは１以上の整数を表す。ｂが２以上の場合、分子会合体中に複数あるカチオ
ンは、１種単独であっても、２種以上が組み合わされていてもよい。また、ｄが２以上の
場合、分子会合体中に複数あるアニオンは、１種単独であっても、２種以上が組み合わさ
れていてもよく、有機アニオンと無機アニオンを組み合わせて用いることもできる。
【００５０】
　一般式（ＩＩ”）におけるｅは、０又は１の整数である。ｅ＝０はトリアリールメタン
骨格を表し、ｅ＝１はキサンテン骨格を表す。複数あるｅは同一であっても異なっていて
もよい。本発明に用いられる一般式（ＩＩ”）で表されるレーキ顔料においては、少なく
ともトリアリールメタン骨格を含むものが好適に用いられる。
　なお、一般式（ＩＩ”）で表されるレーキ顔料としては、例えば、国際公開第２０１２
／１４４５２０号パンフレットを参考にして調製することができる。
【００５１】
（他の色材）
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、色調の制御を目的として、必要に応じて
他の色材を配合してもよい。他の色材としては、例えば、従来公知の有機顔料、レーキ顔
料、染料、無機顔料等を目的に応じて選択することができ、１種又は２種以上用いること
ができる。
　他の色材として用いられる有機顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレッ
ト１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２９、
Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３２、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３６、Ｃ．Ｉ．
ピグメントバイオレット３８等が挙げられる。
【００５２】
　他の色材として用いられるレーキ顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレ
ット１、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３、Ｃ．
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Ｉ．ピグメントバイオレット３：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３：３、Ｃ．Ｉ．
ピグメントバイオレット４、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット５、Ｃ．Ｉ．ピグメントバ
イオレット５:１、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット６:１、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレ
ット７:１、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット９、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１２
、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２６、Ｃ．Ｉ
．ピグメントバイオレット２７、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３９等を挙げることが
できる。
【００５３】
　他の色材として用いられる染料としては、例えば、キサンテン系染料、アゾ系染料、ア
ントラキノン系染料、ペリノン系染料、ジピロメテン系染料等の赤色染料等が挙げられる
。
【００５４】
　前記他の色材を用いる場合、その配合量は、本発明の効果が損なわれない範囲であれば
特に限定されないが、例えば、前記一般式（Ｉ）で表される色材と前記青色色材との合計
重量と、他の色材の重量との比が、９９：１～３０：７０であることが好ましく、９９：
１～５０：５０であることが更に好ましく、９９：１～６０：４０であることが特に好ま
しい。この範囲内であれば、前記本発明の効果を損なうことなく、色調の制御が可能とな
る。
【００５５】
＜バインダー成分＞
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、成膜性や被塗工面に対する密着性を付与
するためにバインダー成分を含有する。塗膜に充分な硬度を付与するために、硬化性バイ
ンダー成分を含有することが好ましい。硬化性バインダー成分としては、特に限定されず
、従来公知のカラーフィルタの着色層を形成するのに用いられる硬化性バインダー成分を
適宜用いることができる。
　硬化性バインダー成分としては、例えば、可視光線、紫外線、電子線等により重合硬化
させることができる光硬化性樹脂を含む光硬化性バインダー成分や、加熱により重合硬化
させることができる熱硬化性樹脂を含む熱硬化性バインダー成分を含むものを用いること
ができる。
【００５６】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を、例えばインクジェット方式で用いる
場合など、基板上にパターン状に選択的に付着させて着色層を形成可能な場合には、硬化
性バインダー成分に現像性は必要がない。この場合、インクジェット方式等でカラーフィ
ルタ着色層を形成する場合に用いられる、公知の熱硬化性バインダー成分や、感光性バイ
ンダー成分等を適宜用いることができる。
　熱硬化性バインダーとしては、１分子中に熱硬化性官能基を２個以上有する化合物と硬
化剤の組み合わせが通常用いられ、更に、熱硬化反応を促進できる触媒を添加しても良い
。熱硬化性官能基としては、エポキシ基、オキセタニル基、イソシアネート基、エチレン
性不飽和結合等が挙げられる。熱硬化性官能基としてはエポキシ基が好ましく用いられる
。熱硬化性バインダー成分の具体例としては、例えば、国際公開第２０１２／１４４５２
１号パンフレットに記載のものを挙げることができる。
【００５７】
　一方、着色層を形成する際にフォトリソグラフィー工程を用いる場合には、アルカリ現
像性を有する感光性バインダー成分が好適に用いられる。なお、感光性バインダー成分に
、熱硬化性バインダー成分を更に用いてもよい。
　感光性バインダー成分としては、ポジ型感光性バインダー成分とネガ型感光性バインダ
ー成分が挙げられる。ポジ型感光性バインダー成分としては、例えば、アルカリ可溶性樹
脂と、感光性付与成分としてｏ－キノンジアジド基含有化合物とを含んだ系等が挙げられ
る。
【００５８】



(16) JP 5646663 B2 2014.12.24

10

20

30

40

50

　一方、ネガ型感光性バインダー成分としては、アルカリ可溶性樹脂と、多官能モノマー
と、光開始剤を少なくとも含有する系が好適に用いられる。
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物においては、ネガ型感光性バインダー成
分であることが、フォトリソグラフィー法によって既存のプロセスを用いて簡便にパター
ンを形成できる点から好ましい。
　以下、ネガ型感光性バインダー成分を構成する、アルカリ可溶性樹脂と、多官能モノマ
ーと、光開始剤について、具体的に説明する。
【００５９】
（アルカリ可溶性樹脂）
　本発明におけるアルカリ可溶性樹脂はカルボキシル基を有するものであり、バインダー
樹脂として作用し、かつパターン形成する際に用いられる現像液、特に好ましくはアルカ
リ現像液に可溶性である限り、適宜選択して使用することができる。
　本発明における好ましいアルカリ可溶性樹脂は、カルボキシル基を有する樹脂であり、
具体的には、カルボキシル基を有するアクリル系共重合体、カルボキシル基を有するエポ
キシ（メタ）アクリレート樹脂等が挙げられる。これらの中で特に好ましいものは、側鎖
にカルボキシル基を有するとともに、さらに側鎖にエチレン性不飽和基等の光重合性官能
基を有するものである。光重合性官能基を含有することにより形成される硬化膜の膜強度
が向上するからである。また、これらアクリル系共重合体、及びエポキシアクリレート樹
脂は、２種以上混合して使用してもよい。
【００６０】
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、カルボキシル基含有エチレン性不飽和
モノマーとエチレン性不飽和モノマーを共重合して得られる。
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、更に芳香族炭素環を有する構成単位を
含有していてもよい。芳香族炭素環は着色樹脂組成物に塗膜性を付与する成分として機能
する。
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、更にエステル基を有する構成単位を含
有していてもよい。エステル基を有する構成単位は、着色樹脂組成物のアルカリ可溶性を
抑制する成分として機能するだけでなく、溶剤に対する溶解性、さらには溶剤再溶解性を
向上させる成分としても機能する。
【００６１】
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体としては、例えば、メチル（メタ）アクリ
レート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）ア
クリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート
、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート
、ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（
メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アク
リレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、１－アダマンチル（メタ）アクリ
レート、アリル（メタ）アクリレート、２，２’－オキシビス（メチレン）ビス－２－プ
ロペノエート、スチレン、γ－メチルスチレン、グリシジル（メタ）アクリレート、２－
ヒドロキシルエチル（メタ）アクリレート、２－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイ
ミド、Ｎ－ベンジルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミドなどの中から選ばれる１種以上
と、（メタ）アクリル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルコハク酸、２－（メタ
）アクリロイルオキシエチルフタル酸、アクリル酸の二量体（例えば、東亞合成（株）製
Ｍ－５６００）、イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、ビニル酢酸、これら
の無水物の中から選ばれる１種以上とからなるコポリマーを例示できる。また、上記のコ
ポリマーに、例えばグリシジル基、水酸基等の反応性官能基を有するエチレン性不飽和化
合物を付加させるなどして、エチレン性不飽和結合を導入したポリマー等も例示できるが
、これらに限定されるものではない。
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　これらの中で、コポリマーにグリシジル基又は水酸基を有するエチレン性不飽和化合物
を付加等することにより、エチレン性不飽和結合を導入したポリマー等は、露光時に、後
述する多官能モノマーと重合することが可能となり、着色層がより安定なものとなる点で
、特に好適である。
【００６２】
　カルボキシル基含有共重合体におけるカルボキシル基含有エチレン性不飽和モノマーの
共重合割合は、通常、５～５０重量％、好ましくは１０～４０重量％である。この場合、
カルボキシル基含有エチレン性不飽和モノマーの共重合割合が５重量％未満では、得られ
る塗膜のアルカリ現像液に対する溶解性が低下し、パターン形成が困難になる。また、共
重合割合が５０重量％を超えると、アルカリ現像液による現像時に、形成されたパターン
の基板からの脱落やパターン表面の膜荒れを来たしやすくなる傾向がある。
【００６３】
　カルボキシル基含有共重合体の酸価としては、３０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇであること
が好ましい。本発明において酸価とは、重合体の固形分１ｇ中に含まれる酸成分を中和す
るのに要する水酸化カリウムのｍｇ数をいい、ＪＩＳ－Ｋ００７０に定義された方法によ
り測定することができる。
　カルボキシル基含有共重合体の重量平均分子量は、好ましくは１，０００～５０，００
０の範囲であり、さらに好ましくは４，０００～２５，０００である。１，０００未満で
は硬化後のバインダー機能が著しく低下し、５０，０００を超えるとアルカリ現像液によ
る現像時に、パターン形成が困難となる場合がある。なお、ここでいう重量平均分子量と
は、ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により、標準ポリスチレン
換算値として求めたものである。
【００６４】
　カルボキシル基を有するエポキシ（メタ）アクリレート樹脂としては、特に限定される
ものではないが、エポキシ化合物と不飽和基含有モノカルボン酸との反応物を酸無水物と
反応させて得られるエポキシ（メタ）アクリレート化合物が適している。
　エポキシ化合物としては、特に限定されるものではないが、ビスフェノールＡ型エポキ
シ化合物、ビスフェノールＦ型エポキシ化合物、ビスフェノールＳ型エポキシ化合物、フ
ェノールノボラック型エポキシ化合物、クレゾールノボラック型エポキシ化合物、脂肪族
エポキシ化合物、またはビスフェノールフルオレン型エポキシ化合物などのエポキシ化合
物が挙げられる。これらは単独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。
【００６５】
　不飽和基含有モノカルボン酸としては、例えば（メタ）アクリル酸、２－（メタ）アク
リロイルオキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルフタル酸、（メ
タ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸、（メタ）アクリル酸ダイマー、β
－フルフリルアクリル酸、β－スチリルアクリル酸、桂皮酸、クロトン酸、α－シアノ桂
皮酸等が挙げられる。これら不飽和基含有モノカルボン酸は、単独で使用してもよいし、
二種以上を併用してもよい。
【００６６】
　酸無水物としては、無水マレイン酸、無水コハク酸、無水イタコン酸、無水フタル酸、
無水テトラヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル
酸、無水エンドメチレンテトラヒドロフタル酸、無水メチルエンドメチレンテトラヒドロ
フタル酸、無水クロレンド酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸等の二塩基性酸無水物、
無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、
ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビフェニルエーテルテトラカルボン酸等の芳香族
多価カルボン酸無水物、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフリル）－３－メチル－３
－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸無水物、エンドビシクロ－［２，２，１］－ヘ
プト－５－エン－２，３－ジカルボン酸無水物のような多価カルボン酸無水物誘導体等が
挙げられる。これらは単独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。
　このようにして得られるカルボキシル基を有するエポキシ（メタ）アクリレート化合物
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の重量平均分子量Ｍｗは特に制限されないが、好ましくは１０００～４００００、より好
ましくは２０００～５０００である。
【００６７】
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられるアルカリ可溶性樹脂は、
１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよく、その含有量としては
、カラーフィルタ用着色樹脂組成物に含まれる色材１００重量部に対して、通常、１０～
１０００重量部の範囲内、好ましくは２０～５００重量部の範囲内である。アルカリ可溶
性樹脂の含有量が少な過ぎると、充分なアルカリ現像性が得られない場合があり、また、
アルカリ可溶性樹脂の含有量が多すぎると着色剤の割合が相対的に低くなって、充分な着
色濃度が得られない場合がある。
【００６８】
（多官能モノマー）
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる多官能モノマーは、後述
する光開始剤によって重合可能なものであればよく、特に限定されず、通常、エチレン性
不飽和二重結合を２つ以上有する化合物が用いられ、特にアクリロイル基又はメタクリロ
イル基を２つ以上有する、多官能（メタ）アクリレートであることが好ましい。
【００６９】
　このような多官能（メタ）アクリレートとしては、例えば、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ
（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、グリセロールジ
（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、ブチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニルジ（メタ）アクリ
レート、トリグリセロールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール変性トリメ
チロールプロパンジ（メタ）アクリレート、アリル化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレ
ート、メトキシ化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレート、アクリル化イソシアヌレート
、ビス（アクリロキシネオペンチルグリコール）アジペート、ビスフェノールＡジ（メタ
）アクリレート、テトラブロモビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、ビスフェノー
ルＳジ（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、フタル酸ジ（メ
タ）アクリレート、リン酸ジ（メタ）アクリレート、亜鉛ジ（メタ）アクリレート等の二
官能（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００７０】
　また、三官能以上の多官能（メタ）アクリレートとしては、例えば、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、グ
リセロールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート
、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリト
ールトリ（メタ）アクリレート、無水コハク酸変性ペンタエリスリトールテトラ（メタ）
アクリレート、リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシ
アヌレート、トリス（メタクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペンタエリスリトー
ルテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、アルキ
ル変性ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、アル
キル変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、無水コハク酸変性ジペン
タエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ウレタントリ（メタ）アクリレート、エ
ステルトリ（メタ）アクリレート、ウレタンヘキサ（メタ）アクリレート、エステルヘキ
サ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００７１】
　これらの多官能（メタ）アクリレートは１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合
わせて用いてもよい。また、本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に優れた光硬化性
（高感度）が要求される場合には、多官能モノマーが、重合可能な二重結合を３つ（三官
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能）以上有するものであるものが好ましく、３価以上の多価アルコールのポリ（メタ）ア
クリレート類やそれらのジカルボン酸変性物が好ましく、具体的には、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレートのコハク酸変性物、ペンタエリスリトール
テトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジ
ペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メ
タ）アクリレートのコハク酸変性物、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト等が好ましい。
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる上記多官能モノマーの含
有量は、特に制限はないが、上記アルカリ可溶性樹脂１００重量部に対して、通常５～５
００重量部程度、好ましくは２０～３００重量部の範囲である。多官能モノマーの含有量
が上記範囲より少ないと十分に光硬化が進まず、露光部分が溶出する場合があり、また、
多官能モノマーの含有量が上記範囲より多いとアルカリ現像性が低下するおそれがある。
【００７２】
（光開始剤）
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる光開始剤としては、特に
制限はなく、従来知られている各種光開始剤の中から、適宜選択して用いることができる
。例えばベンゾフェノン、ミヒラーケトン、４，４’－ビスジエチルアミノベンゾフェノ
ン、４－メトキシ－４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、２－エチルアントラキノン、
フェナントレン等の芳香族ケトン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテ
ル、ベンゾインフェニルエーテル等のベンゾインエーテル類、メチルベンゾイン、エチル
ベンゾイン等のベンゾイン、２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－フェニルイミダゾー
ル２量体、２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジ（ｍ－メトキシフェニル）イミダゾ
ール２量体、２－（ｏ－フルオロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、
２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、２，４，５－
トリアリールイミダゾール２量体、２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジ（ｍ－メチ
ルフェニル）イミダゾール２量体、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モル
フォリノフェニル）－ブタノン、２－トリクロロメチル－５－スチリル－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ｐ－シアノスチリル）－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ｐ－メトキシスチリル）－１，３，４－
オキサジアゾール等のハロメチルオキサジアゾール化合物、２，４－ビス（トリクロロメ
チル）－６－ｐ－メトキシスチリル－Ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル
）－６－（１－ｐ－ジメチルアミノフェニル－１，３－ブタジエニル）－Ｓ－トリアジン
、２－トリクロロメチル－４－アミノ－６－ｐ－メトキシスチリル－Ｓ－トリアジン、２
－（ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－Ｓ－トリアジン、２－（４
－エトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－Ｓ－トリアジン、
２－（４－ブトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－Ｓ－トリ
アジン等のハロメチル－Ｓ－トリアジン系化合物、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェ
ニルエタン－１－オン、２－メチル－１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルフ
ォリノプロパノン、１，２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフ
ェニル）－ブタノン－１、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニルケトン、ベンジル
、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－ベンゾイル－４’－メチルジフ
ェニルサルファイド、ベンジルメチルケタール、ジメチルアミノベンゾエート、ｐ－ジメ
チルアミノ安息香酸イソアミル、２－ｎ－ブトキシエチル－４－ジメチルアミノベンゾエ
ート、２－クロロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジメチル
チオキサントン、イソプロピルチオキサントン、エタノン，１－［９－エチル－６－（２
－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］－１－（ｏ－アセチルオキシム
）、４－ベンゾイル－メチルジフェニルサルファイド、２－ベンジル－２－（ジメチルア
ミノ）－１－［４－（４－モルフォリニル）フェニル］－１－ブタノン、２－（ジメチル
アミノ）－２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モルフォリニル）
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フェニル］－１－ブタノン、α－ジメトキシ－α－フェニルアセトフェノン、フェニルビ
ス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フォスフィンオキサイド、２－メチル－１－(
４－メチルチオフェニル) －２－モルフォリノプロパン－１－オンなどが挙げられる。こ
れらの光開始剤は１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。中
でも、輝度、耐熱性の点から、２－メチル－１－(４－メチルチオフェニル)－２－モルフ
ォリノプロパン－１－オン、及び２、４－ジエチルチオキサントンより選択される１種以
上を含むことが好ましい。
【００７３】
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる光開始剤の含有量は、上
記多官能モノマー１００重量部に対して、通常０．０１～１００重量部程度、好ましくは
５～６０重量部である。この含有量が上記範囲より少ないと十分に重合反応を生じさせる
ことができないため、着色層の硬度を十分なものとすることができない場合があり、一方
上記範囲より多いと、着色樹脂組成物の固形分中の色材等の含有量が相対的に少なくなり
、十分な着色濃度が得られない場合がある。
【００７４】
＜溶剤＞
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に含まれる溶剤としては、カラーフィルタ用
着色樹脂組成物中の各成分とは反応せず、これらを溶解もしくは分散可能な有機溶剤であ
ればよく、特に限定されるものではない。
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物においては、後述する分散剤とともに、前記
一般式（Ｉ）で表される色材を分散することができる溶剤を用いることができる。当該溶
剤としては、例えば２３℃における前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．２（
ｇ／１００ｇ溶剤）以下の溶剤が挙げられる。前記一般式（Ｉ）で表される色材に対して
このような実質的に溶解しない溶剤又は難溶性の溶剤を用いることにより、本発明に係る
カラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記一般式（Ｉ）で表される色材を微細な粒子とし
て分散させて用いることができる。本発明において用いられる溶剤は、更に、２３℃にお
ける前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．１（ｇ／１００ｇ溶剤）以下の溶剤
であることが好ましい。
　なお、一般式（Ｉ）で表される色材を分散させる場合において、２種以上溶剤を混合し
て用いる場合、当該混合溶剤に対する前記色材の２３℃における溶解度が０．２（ｇ／１
００ｇ溶剤）以下であることが好ましい。
【００７５】
　なお、本発明において、２３℃における前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０
．２（ｇ／１００ｇ溶剤）以下である溶剤は、以下の評価方法により簡易的に判定するこ
とができる。
　まず、下記の方法により、前記一般式（Ｉ）で表される色材を実質的に溶解しない溶剤
であるか否かを判断することができる。
　２０ｍＬサンプル管瓶に前記一般式（Ｉ）で表される色材０．１ｇを投入し、溶剤Ｓを
１０ｍｌホールピペットを用いて投入し、更にふたをした後に超音波で３分間処理する。
得られた液は２３℃のウォーターバスで６０分間静置保管する。この上澄み液５ｍｌをＰ
ＴＦＥ５μｍメンブレンフィルターでろ過し、さらに０．２５μｍメンブレンフィルター
でろ過し、不溶物を除く。得られたろ液の吸光スペクトルを紫外可視分光光度計（例えば
、島津製作所社製　ＵＶ－２５００ＰＣ）で１ｃｍセルを用いて測定し、前記色材の極大
吸収波長における吸光度（ａｂｓ）を求める。このとき、吸光度（ａｂｓ）が測定上限値
の４０％未満（島津製作所社製　ＵＶ－２５００ＰＣの場合、吸光度（ａｂｓ）が２未満
）であれば当該溶剤Ｓは、前記色材を実質的に溶解しない溶剤であると評価できる。この
とき、吸光度（ａｂｓ）が測定上限値の４０％以上の場合には、更に次の評価方法により
、溶解度を求める。
　まず、前記溶剤Ｓの代わりに、前記色材の良溶剤（例えばメタノール等のアルコール）
を用いて、同様にろ液を得て、前記色材を溶解させた色材溶液を作製し、その後１０００
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０倍～１０００００倍程度に適宜希釈し、同様に前記色材の極大吸収波長における吸光度
を測定する。前記溶剤Ｓの色材溶液と良溶剤の色材溶液の吸光度と希釈倍率から上記溶剤
Ｓに対する色材の溶解度を算出する。
　その結果、前記色材の溶解度が０．２（ｇ／１００ｇ溶剤）以下である溶剤は、前記色
材が難溶性の溶剤であると判断される。
【００７６】
　一方、本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において、前記一般式（Ｉ）で表され
る色材を溶解して用いる場合には、当該色材の２３℃の溶解度が０．２（ｇ／１００ｇ溶
剤）を超える溶剤が好適に用いられる。本発明に用いられる前記一般式（Ｉ）で表される
色材は、前述のように従来よりも低極性溶剤に溶解することが可能である。また、前記一
般式（Ｉ）で表される色材は、従来のキサンテン系染料を溶解するために用いられていた
溶剤に対する溶解度が、従来のキサンテン系染料に比べて高いため、溶剤の使用量を減ら
すことができる等、加工性が向上する。
【００７７】
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に含まれる溶剤としては、エステル系溶剤の
中から適宜選択して用いることが安定性の点から好ましい。
　エステル系溶剤としては、例えば、酢酸エチル、酢酸ブチル、メトキシプロピオン酸メ
チル、エトキシプロピオン酸エチル、乳酸エチル、メトキシエチルアセテート、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテート、３－メトキシ－３－メチル－１－ブチルア
セテート、３－メトキシブチルアセテート、メトキシブチルアセテート、エトキシエチル
アセテート、エチルセロソルブアセテート、ジプロピレングリコールメチルエーテルアセ
テート、プロピレングリコールジアセテート、１，３－ブチレングリコールジアセテート
、シクロヘキサノールアセテート、１，６－ヘキサンジオールジアセテート、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテルア
セテート等が挙げられる。
　中でも、人体への危険性が低いこと、室温付近での揮発性が低いが加熱乾燥性が良い点
から、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）を用いること
が好ましい。
　また、前記一般式（Ｉ）で表される色材を溶解させるために用いられる溶剤としては、
例えば、前記エステル系溶剤の中では、乳酸エチル等が挙げられる。また、エステル系溶
剤以外の溶剤としては、例えば、シクロヘキサノン等ケトン系の溶剤、ジアセトンアルコ
ール等アルコール系の溶剤等を用いることもできる。
【００７８】
　本発明で用いられる溶剤としては、前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．２
（ｇ／１００ｇ溶剤）以下である溶剤を全溶剤中５０重量％以上含むことが好ましく、更
に７０重量％以上含むことが好ましく、より更に８０重量％以上含むことが、安定性の点
から好ましい。
　また、本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を、前記一般式（Ｉ）で表される色材
が溶剤に分散されてなるものとする場合は、前記溶剤は、全溶剤中１００重量％が、前記
一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．２（ｇ／１００ｇ溶剤）以下である溶剤であ
ることが特に好ましい。
　前記溶剤は、１種単独で用いても良いし、２種以上を組み合わせて用いても良い。
【００７９】
　また、本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、必要に応じて、分散剤及びそ
の他の任意添加成分を含有することができる。本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組
成物は、前記着色剤を前記溶剤に溶解して調製しても良いが、後述する分散剤とともに用
いることにより溶剤に分散させて調製しても良い。
【００８０】
＜分散剤＞
　分散剤としては、公知の分散剤の中から適宜選択して用いることができ、例えば、カチ
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オン系、アニオン系、ノニオン系、両性、シリコーン系、フッ素系等の界面活性剤を使用
できる。界面活性剤の中でも、均一に、微細に分散し得る点から、高分子界面活性剤（高
分子分散剤）が好ましい。
【００８１】
　高分子分散剤としては、例えば、変性ポリウレタン、変性ポリアクリレート、変性ポリ
エステル、変性ポリアミド等の高分子分散剤を挙げることができる。具体的には、ポリア
クリル酸エステル等の不飽和カルボン酸エステルの（共）重合体類；ポリアクリル酸等の
不飽和カルボン酸の（共）重合体の（部分）アミン塩、（部分）アンモニウム塩や（部分
）アルキルアミン塩類；アミノ基を有するポリアクリル酸エステル等の不飽和カルボン酸
エステルの（共）重合体、当該重合体のアミノ基の（部分）酸変性物；水酸基含有ポリア
クリル酸エステル等の水酸基含有不飽和カルボン酸エステルの（共）重合体やそれらの変
性物；ポリウレタン類；不飽和ポリアミド類；ポリシロキサン類；長鎖ポリアミノアミド
リン酸塩類；ポリ（低級アルキレンイミン）と遊離カルボキシル基含有ポリエステルとの
反応により得られるアミドやそれらの塩類等を挙げることができる。
【００８２】
　また、本発明に用いられる分散剤としては、中でも前記着色剤を好適に分散でき、分散
安定性が良好である点から、アミン価を有する分散剤が好ましく、特にアミン価が５～２
００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましく、５～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが更に
好ましい。本発明においてアミン価とは、固形分１ｇを中和するのに必要な塩酸量に対し
て当量となる水酸化カリウム（ＫＯＨ）の重量（ｍｇ）を表し、ＪＩＳ　Ｋ７２３７に記
載の方法により測定することができる。
【００８３】
　アミン価を有する分散剤としては、中でも、高分子分散剤が好ましく、窒素原子を有す
る高分子分散剤がより好ましく、アミン又はアンモニウム塩を有する高分子分散剤が更に
好ましい。アミン又はアンモニウム塩を有する高分子分散剤を用いる場合、アミン又はア
ンモニウム塩は、側鎖、又は樹脂末端に存在するものが好ましい。
　アミン又はアンモニウム塩を有する高分子分散剤としては、例えば、ポリアクリル酸等
の不飽和カルボン酸の（共）重合体の（部分）アミン塩、（部分）アンモニウム塩や（部
分）アルキルアミン塩類；ポリウレタン類；不飽和ポリアミド類；ポリエチレンイミン誘
導体；ポリアリルアミン誘導体等が挙げられる。
【００８４】
　本発明において、分散剤として用いられる市販品としては、例えば、ＥＦＫＡ－４０４
６、ＥＦＫＡ－４０４７、ＥＦＫＡポリマー１０、ＥＦＫＡポリマー４００、ＥＦＫＡポ
リマー４０１、ＥＦＫＡポリマー４３００、ＥＦＫＡポリマー４３１０、ＥＦＫＡポリマ
ー４３２０、ＥＦＫＡポリマー４３３０（以上、ＢＡＳＦジャパン（株）製）、Ｄｉｓｐ
ｅｒｂｙｋ１１１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ１６１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ１６５、Ｄｉｓｐｅ
ｒｂｙｋ１６７、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ１８２、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ２０００、Ｄｉｓｐｅ
ｒｂｙｋ２００１、ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９、ＢＹＫ－ＬＰＮ２１１１６（以上、ビック
ケミー・ジャパン（株）製）、ＳＯＬＳＰＥＲＳＥ２４０００、ＳＯＬＳＰＥＲＳＥ２７
０００、ＳＯＬＳＰＥＲＳＥ２８０００（以上、ルーブリゾール社製）、アジスパー（登
録商標）ＰＢ８２１、ＰＢ８２２（味の素ファインテクノ（株）製）等が挙げられる。
【００８５】
　また、前記一般式（Ｉ）で表される色材を分散させるのに用いる分散剤としては、中で
も、３級アミンを有する繰り返し単位を含む重合体からなる高分子分散剤、又は、ウレタ
ン系分散剤であることが、分散性が良好で優れた輝度を実現でき、また、着色層形成時に
異物を析出せず、溶剤への再溶解性に優れ、且つ、耐熱性に優れた着色層を形成可能な点
から好ましい。以下、前記一般式（Ｉ）で表される色材の分散剤として好ましい上記２種
類の分散剤について詳細に説明する。
【００８６】
（３級アミンを有する繰り返し単位を含む重合体）
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　３級アミンを有する繰り返し単位は、前記一般式（Ｉ）で表される色材と親和性を有す
る部位である。特に、当該繰り返し単位が有する３級アミンと前記色材が有する－ＳＯ３
－基又は－ＳＯ３Ｈ基とは、酸塩基相互作用を生じて安定化する。３級アミンを有する繰
り返し単位を含む重合体からなる高分子分散剤は、通常、溶剤と親和性を有する部位とな
る繰り返し単位を含む。
　３級アミンを有する繰り返し単位を含む重合体としては、（ａ）３級アミンを有する繰
り返し単位からなるブロック部と、溶剤親和性を有するブロック部とを有するブロック共
重合体や、（ｂ）３級アミンを有する繰り返し単位と、溶剤親和性を有するポリマー鎖を
有する繰り返し単位とを含むグラフト共重合体が好適に用いられる。グラフト共重合体に
おいて、３級アミンを有する繰り返し単位は、枝部に相当するポリマー鎖中に含まれてい
ても良く、３級アミンを有する繰り返し単位を含むポリマー鎖を有する繰り返し単位と溶
剤親和性を有するポリマー鎖を有する繰り返し単位とを含むグラフト共重合体であっても
良い。
【００８７】
　３級アミンを有する繰り返し単位は、３級アミンを有していれば良く、該３級アミンは
、ブロックポリマーの側鎖に含まれていても、主鎖を構成するものであっても良い。
　中でも、側鎖に３級アミンを有する繰り返し単位であることが好ましく、中でも、主鎖
骨格が熱分解し難く、耐熱性が高い点から、下記一般式（ＩＩＩ）で表される構造である
ことが、より好ましい。
【００８８】
【化８】

（一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１５は、水素原子又はメチル基、Ｑは、直接結合又は２価の連
結基、Ｒ１６は、炭素数１～８のアルキレン基、－［ＣＨ（Ｒ２０）－ＣＨ（Ｒ２１）－
Ｏ］ｘ－ＣＨ（Ｒ２０）－ＣＨ（Ｒ２１）－又は－［（ＣＨ２）ｙ－Ｏ］ｚ－（ＣＨ２）

ｙ－で示される２価の有機基、Ｒ１７及びＲ１８は、それぞれ独立に、置換されていても
よい鎖状又は環状の炭化水素基を表すか、Ｒ１７及びＲ１８が互いに結合して環状構造を
形成する。Ｒ２０及びＲ２１は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基である。
　ｘは１～１８の整数、ｙは１～５の整数、ｚは１～１８の整数を示す。）
【００８９】
　上記一般式（ＩＩＩ）の２価の連結基Ｑとしては、例えば、炭素数１～１０のアルキレ
ン基、アリーレン基、－ＣＯＮＨ－基、－ＣＯＯ－基、炭素数１～１０のエーテル基（－
Ｒ’－ＯＲ”－：Ｒ’及びＲ”は、各々独立にアルキレン基）及びこれらの組み合わせ等
が挙げられる。中でも、得られたポリマーの耐熱性やＰＧＭＥＡに対する溶解性、また比
較的安価な材料である点から、Ｑは、－ＣＯＯ－基であることが好ましい。
【００９０】
　上記一般式（ＩＩＩ）の２価の有機基Ｒ１６は、炭素数１～８のアルキレン基、－[Ｃ
Ｈ（Ｒ２０）－ＣＨ（Ｒ２１）－Ｏ]ｘ－ＣＨ（Ｒ２０）－ＣＨ（Ｒ２１）－又は－[（Ｃ
Ｈ２）ｙ－Ｏ]ｚ－（ＣＨ２）ｙ－である。上記炭素数１～８のアルキレン基は、直鎖状
、分岐状のいずれであってもよく、例えば、メチレン基、エチレン基、トリメチレン基、
プロピレン基、各種ブチレン基、各種ペンチレン基、各種へキシレン基、各種オクチレン
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基などである。
　Ｒ２０及びＲ２１は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基である。
　上記Ｒ１６としては、分散性の点から、炭素数１～８のアルキレン基が好ましく、中で
も、Ｒ１６がメチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基であることが更に好ま
しく、メチレン基及びエチレン基がより好ましい。
【００９１】
　上記一般式（ＩＩＩ）のＲ１７、Ｒ１８が互いに結合して形成する環状構造としては、
例えば５～７員環の含窒素複素環単環又はこれらが２個縮合してなる縮合環が挙げられる
。該含窒素複素環は芳香性を有さないものが好ましく、飽和環であればより好ましい。
【００９２】
　上記一般式（ＩＩＩ）で表される繰り返し単位としては、（メタ）アクリロイルオキシ
プロピルジメチルアミン、（メタ）アクリロイルオキシエチルジメチルアミン、（メタ）
アクリロイルオキシプロピルジエチルアミン、（メタ）アクリロイルオキシエチルジエチ
ルアミン等から誘導される繰り返し単位が挙げられるが、これらに限定されない。
【００９３】
（ａ）ブロック共重合体
　前記３級アミンを有する繰り返し単位からなるブロック部と溶剤親和性を有するブロッ
ク部とを有するブロック共重合体における、溶剤親和性を有するブロック部としては、溶
剤親和性を良好にし、分散性を向上する点から、非塩基性モノマーから誘導される繰り返
し単位の中から、溶剤親和性を有するように溶剤に応じて適宜選択して用いられることが
好ましい。ここで非塩基性モノマーとは、２５℃の水に０．１Ｎの濃度（飽和濃度が０．
１Ｎ未満の時は、飽和濃度）で溶解した時、７．１より低いｐＨを有する溶液を与える重
合性モノマーをいう。溶剤親和性を有するブロック部としては、例えば、ポリアクリル酸
エステル等の不飽和カルボン酸エステルの重合体、ポリアクリル酸等の不飽和カルボン酸
の重合体等が挙げられる。中でも、下記一般式（ＩＶ）で表される、繰り返し単位を有す
る重合体であることが、前記一般式（Ｉ）で表される色材の分散性及び分散安定性を向上
させながら、耐熱性も向上する点から好ましい。
【００９４】

【化９】

（一般式（ＩＶ）中、Ｒ２２は、水素原子又はメチル基、Ａは、直接結合又は２価の連結
基、Ｒ２３は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキ
ル基、アリール基、－[ＣＨ（Ｒ２４）－ＣＨ（Ｒ２５）－Ｏ]ｘ－Ｒ２６又は－[（ＣＨ

２）ｙ－Ｏ]ｚ－Ｒ２６で示される１価の基である。Ｒ２４及びＲ２５は、それぞれ独立
に水素原子又はメチル基であり、Ｒ２６は、水素原子、あるいは炭素数１～１８のアルキ
ル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２

ＣＨＯ、又は－ＣＨ２ＣＯＯＲ２７で示される１価の基であり、Ｒ２７は水素原子又は炭
素数１～５の直鎖状、分岐状、又は環状のアルキル基である。ｘは１～１８の整数、ｙは
１～５の整数、ｚは１～１８の整数を示す。ｍは３～２００の整数、ｎは１０～２００の
整数を示す。）
【００９５】
　このような３級アミンを有する繰り返し単位からなるブロック部と溶剤親和性を有する
ブロック部とを有するブロック共重合体の具体例としては、例えば、特許第４９１１２５



(25) JP 5646663 B2 2014.12.24

10

20

30

40

50

３号公報に記載のブロック共重合体を好適なものとして挙げることができる。
【００９６】
（ｂ）グラフト共重合体
　前記３級アミンを有する繰り返し単位と溶剤親和性を有するポリマー鎖を有する繰り返
し単位とを含むグラフト共重合体において、溶剤親和性を有するポリマー鎖を有する繰り
返し単位としては、例えば下記一般式（Ｖ）で表される構成単位が挙げられる。
【００９７】
【化１０】

（一般式（Ｖ）中、Ｒ１５’は、水素原子又はメチル基、Ｌは、直接結合又は２価の連結
基、Ｐｏｌｙｍｅｒは、ポリマー鎖を表す。）
【００９８】
　前記一般式（Ｖ）において、Ｌは、直接結合又は２価の連結基である。Ｌにおける２価
の連結基としては、エチレン性不飽和二重結合とポリマー鎖を連結可能であれば、特に制
限はない。Ｌにおける２価の連結基としては、例えば、アルキレン基、水酸基を有するア
ルキレン基、アリーレン基、－ＣＯＮＨ－基、－ＣＯＯ－基、－ＮＨＣＯＯ－基、エーテ
ル基（－Ｏ－基）、チオエーテル基（－Ｓ－基）、及びこれらの組み合わせ等が挙げられ
る。なお、本発明において、２価の連結基の結合の向きは任意である。すなわち、２価の
連結基に－ＣＯＮＨ－が含まれる場合、－ＣＯが主鎖の炭素原子側で－ＮＨが側鎖のポリ
マー鎖側であっても良いし、反対に、－ＮＨが主鎖の炭素原子側で－ＣＯが側鎖のポリマ
ー鎖側であっても良い。
【００９９】
　ポリマー鎖は、溶剤への溶解性を有するように、適宜選択されれば良い。
　目安としては、溶剤親和性を良好にして分散性を向上する点から、用いられる溶剤に対
して、グラフト共重合体の２３℃における溶解度が５０（ｇ／１００ｇ溶剤）以上になる
ように、ポリマー鎖を選択することが好ましい。
　前記ポリマー鎖は、中でも、下記一般式（ＶＩ）及び一般式（ＶＩＩ）で表される構成
単位を少なくとも１種有するものであることが、溶剤への溶解性の点から好ましい。
【０１００】

【化１１】

（一般式（ＶＩ）及び、一般式（ＶＩＩ）中、Ｒ２８は水素原子又はメチル基であり、Ｒ
２９は炭素数１～１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基、ビフェニル基、シアノ基
、－［ＣＨ（Ｒ３０）－ＣＨ（Ｒ３１）－Ｏ］ｘ－Ｒ３２、－［（ＣＨ２）ｙ－Ｏ］ｚ－
Ｒ３２、－［ＣＯ－（ＣＨ２）ｙ－Ｏ］ｚ－Ｒ３２、－ＣＯ－Ｏ－Ｒ３３又は－Ｏ－ＣＯ
－Ｒ３４で示される１価の基である。Ｒ３０及びＲ３１は、それぞれ独立に水素原子又は
メチル基である。
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　Ｒ３２は、水素原子、あるいは炭素数１～１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基
、ビフェニル基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２ＣＨＯ又は－ＣＨ２ＣＯＯＲ３５で示される１価の
基であり、Ｒ３３は、炭素数１～１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基、ビフェニ
ル基、シアノ基、－［ＣＨ（Ｒ３０）－ＣＨ（Ｒ３１）－Ｏ］ｘ－Ｒ３２、－［（ＣＨ２

）ｙ－Ｏ］ｚ－Ｒ３２、又は－［ＣＯ－（ＣＨ２）ｙ－Ｏ］ｚ－Ｒ３２で示される１価の
基である。Ｒ３４は、炭素数１～１８のアルキル基であり、Ｒ３５は水素原子又は炭素数
１～５のアルキル基を示す。
　ｍは１～５の整数、ｎ及びｎ’は５～２００の整数を示す。ｘは１～１８の整数、ｙは
１～５の整数、ｚは１～１８の整数を示す。）
【０１０１】
　このような３級アミンを有する繰り返し単位と溶剤親和性を有するポリマー鎖を有する
繰り返し単位とを含むグラフト共重合体の具体例としては、例えば、特許第４９１１２５
６号公報に記載のグラフト共重合体を好適なものとして挙げることができる。
【０１０２】
（ウレタン系分散剤）
　前記一般式（Ｉ）で表される色材の分散性に優れる分散剤として好適に用いられるウレ
タン系分散剤は、１分子内に１個以上のウレタン結合（－ＮＨ－ＣＯＯ－）を有する化合
物からなる分散剤である。
　ウレタン系分散剤は、少量の分散剤で良好な分散が可能な点から好ましい。分散剤を少
量とすることにより、相対的に硬化成分等の配合量を増やすことができ、その結果、耐熱
性に優れた着色層を形成することができる。
　また、ウレタン系分散剤は、特に、前記一般式（Ｉ）で表される色材の分散性に優れて
いる点においても好ましい。
【０１０３】
　本発明においてウレタン系分散剤としては、中でも、１分子中にイソシアネート基を２
個以上有するポリイソシアネート類と、片末端又は両末端に水酸基を有するポリエステル
類との反応生成物であることが好ましい。
【０１０４】
　ポリイソシアネート類としては、ジイソシアネート類及びトリイソシアネート類から選
択される１種以上のイソシアネート化合物を有することが好ましく、ジイソシアネート類
及びトリイソシアネート類の少なくとも１種が重合した主鎖骨格を有する重合体であって
もよい。
【０１０５】
　ジイソシアネート類及びトリイソシアネート類の少なくとも１種が重合した主鎖構造と
しては、上記ポリイソシアネート類の分子間でイソシアネート基同士が結合して重合した
分子構造が挙げられる。また、主鎖骨格の連鎖構造内には、置換基を有していても良い芳
香環や複素環等の環構造が含まれていても良い。
【０１０６】
　ウレタン系分散剤に用いられるジイソシアネート類としては、ヘキサメチレンジイソシ
アネートや、イソホロンジイソシアネートのような脂肪族ジイソシアネートでもよいが、
耐熱性の点から芳香族ジイソシアネート類が好ましく、例えば、ベンゼン－１，３－ジイ
ソシアネート、ベンゼン－１，４－ジイソシアネート等のベンゼンジイソシアネート類；
トルエン－２，４－ジイソシアネート、トルエン－２，５－ジイソシアネート、トルエン
－２，６－ジイソシアネート、トルエン－３，５－ジイソシアネート等のトルエンジイソ
シアネート類；１，２－キシレン－３，５－ジイソシアネート、１，２－キシレン－３，
６－ジイソシアネート、１，２－キシレン－４，６－ジイソシアネート、１，３－キシレ
ン－２，４－ジイソシアネート、１，３－キシレン－２，５－ジイソシアネート、１，３
－キシレン－２，６－ジイソシアネート、１，３－キシレン－４，６－ジイソシアネート
、１，４－キシレン－２，５－ジイソシアネート、１，４－キシレン－２，６－ジイソシ
アネート等のキシレンジイソシアネート類等の芳香族ジイソシアネート類を挙げられる。
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　また前記トリイソシアネート類としては、例えば、ベンゼン－１，２，４－トリイソシ
アネート、ベンゼン－１，２，５－トリイソシアネート、ベンゼン－１，３，５－トリイ
ソシアネート等のベンゼントリイソシアネート類；トルエン－２，３，５－トリイソシア
ネート、トルエン－２，３，６－トリイソシアネート、トルエン－２，４，５－トリイソ
シアネート、トルエン－２，４，６－トリイソシアネート、トルエン－３，４，６－トリ
イソシアネート、トルエン－３，５，６－トリイソシアネート等のトルエントリイソシア
ネート類、１，２－キシレン－３，４，６－トリイソシアネート、１，２－キシレン－３
，５，６－トリイソシアネート、１，３－キシレン－２，４，５－トリイソシアネート、
１，３－キシレン－２，４，６－トリイソシアネート、１，３－キシレン－３，４，５－
トリイソシアネート、１，４－キシレン－２，３，５－トリイソシアネート、１，４－キ
シレン－２，３，６－トリイソシアネート等のキシレントリイソシアネート類等の芳香族
トリイソシアネート類を挙げられる。中でも高い耐熱性の点から、トルエンジイソシアネ
ート類が好ましい。これらのジイソシアネート類およびトリイソシアネート類は、それぞ
れ単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。中でも、トルエンジイソシア
ネート類が単独で重合した主鎖構造を有することが高い耐熱性の点から好ましい。
【０１０７】
　片末端又は両末端に水酸基を有するポリエステル類としては、中でも、分散性の点から
、－（Ｏ－ＲｊＣＯ）ｎ－（Ｒｊは、炭素数１～２０のアルキレン基、ｎは２以上の整数
）で表されるポリエステル鎖を含む化合物であることが好ましい。ポリエステル鎖の具体
的としては、ポリカプロラクトン、ポリバレロラクトン、ポリプロピオラクトン等のポリ
ラクトン類、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等の重縮合系ポ
リエステル類が挙げられる。中でも耐熱性の点から、ポリラクトン類、中でも、ポリカプ
ロラクトンを含むことが好ましい。
【０１０８】
　また、ウレタン系分散剤は、分散性の点から、酸性官能基を有しないことが好ましい。
酸性官能基としては、例えばカルボキシル基、スルホ基、リン酸基等が挙げられるが、代
表的にはカルボキシル基である。
【０１０９】
　更に、ウレタン系分散剤は、耐熱性の点から、加熱により切断され易いポリエーテル鎖
を含まないことが好ましい。ここでポリエーテル鎖とは、－（Ｏ－Ｒｉ）ｎ－（Ｒｉは、
炭素数１～１０のアルキレン基、ｎは２以上の整数）で表される構造をいう。具体的には
、－（Ｏ－ＣＨ２ＣＨ２）ｎ－、－（Ｏ－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２）ｎ－、－（Ｏ－ＣＨ２Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＣＨ２）ｎ－、－（Ｏ－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２）ｎ－、－（Ｏ－Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２）ｎ－が挙げられる。
【０１１０】
　更に、ウレタン系分散剤の分子量は、耐熱性、電気信頼性、分散性の点から、ポリスチ
レン換算の重量平均分子量で５００～３００００の範囲が好ましい。
【０１１１】
　前記分散剤は、１種単独で用いても良いし、２種以上を組み合わせて使用しても良い。
また、色材ごとに異なる分散剤を用いて各々色材分散液を調製する場合は、各々異なる分
散剤を使用しても良い。
【０１１２】
＜任意添加成分＞
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物には、本発明の目的が損なわれない範囲で、
各種添加剤を含むものであってもよい。
　添加剤としては、例えば重合停止剤、連鎖移動剤、レベリング剤、可塑剤、界面活性剤
、消泡剤、シランカップリング剤、紫外線吸収剤、密着促進剤等が挙げられる。
【０１１３】
＜カラーフィルタ用着色樹脂組成物における各成分の配合割合＞
　一般式（Ｉ）で表される色材、青色色材及び必要に応じて配合される他の色材を合計し
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た着色剤の含有量は、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分全量に対して、５～６５
重量％が好ましく、８～５５重量％の割合で配合することがより好ましい。上記下限値以
上であれば、カラーフィルタ用着色樹脂組成物を所定の膜厚（通常は１．０～５．０μｍ
）に塗布した際の着色層の色濃度に優れる。また、上記上限値以下であれば、分散性及び
分散安定性に優れると共に、硬度や、基板との密着性に優れた着色層を得ることができる
。
　尚、本発明において固形分とは、上述した溶剤以外のもの全てであり、溶剤中に溶解し
ている多官能モノマー等も含まれる。
【０１１４】
　バインダー成分は、これらの合計量が、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分全量
に対して２４～９４重量％が好ましく、４０～８７重量％の割合で配合するのがより好ま
しい。上記下限値以上であれば、硬度や、基板との密着性に優れた着色層を得ることがで
きる。また上記上限値以下であれば、現像性に優れ、熱収縮による微小なシワの発生も抑
制される。
【０１１５】
　溶剤の含有量は、着色層を精度良く形成することができる範囲で適宜設定すればよいが
、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の全量に対して、６５～９５重量％の範囲内であるこ
とが好ましく、中でも７５～８８重量％の範囲内であることが好ましい。上記溶剤の含有
量が、上記範囲内であることにより、塗布性に優れたものとすることができる。
【０１１６】
　分散剤の含有量は、着色剤を均一に分散することができるものであれば特に限定される
ものではないが、例えば、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分１００重量部に対し
て１～５０重量部用いることができる。更に、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分
１００重量部に対して２～３０重量部の割合で配合するのが好ましく、特に２～１５重量
部の割合で配合するのが好ましい。上記下限値以上であれば、着色剤の分散性及び分散安
定性に優れ、保存安定性に優れている。また、上記上限値以下であれば、現像性が良好な
ものとなる。
【０１１７】
＜カラーフィルタ用着色樹脂組成物の製造方法＞
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物の製造方法は、前述した着色剤と、バイ
ンダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを、溶剤中に均一に溶解又は分散さ
せ得る方法であればよく、特に制限されず、公知の混合手段を用いて混合することにより
、調製することができる。
【０１１８】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物の調製方法としては、例えば（ｉ）溶剤
中に、着色剤に用いられる各種色材を各々別に、分散剤とともに分散させるか又は分散剤
を用いずに溶解させることによって、各々色材分散液又は色材溶液を調製し、一方で、別
の溶剤中にバインダー成分を添加した、バインダー樹脂組成物を調製し、前記色材分散液
及び／又は色材溶液と、前記バインダー樹脂組成物と、所望により用いられる各種添加成
分とを混合する方法、（ｉｉ）溶剤中に、着色剤に用いられる各種色材を同時に、分散剤
とともに共分散させるか又は分散剤を用いずに同時に溶解させることによって、色材分散
液又は色材溶液を調製し、一方で、別の溶剤中にバインダー成分を添加した、バインダー
樹脂組成物を調製し、前記色材分散液又は色材溶液と、前記バインダー樹脂組成物と、所
望により用いられる各種添加成分とを混合する方法、（ｉｉｉ）溶剤中に、着色剤と、バ
インダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを同時に投入し、混合する方法、
及び（ｉｖ）溶剤中に、バインダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを添加
し、混合したのち、これに着色剤を加えて混合する方法などを挙げることができる。
　これらの方法の中でも、着色剤を溶剤中に分散させる場合は、前記（ｉ）又は（ｉｉ）
の方法が、着色剤の凝集を効果的に防ぎ、均一に分散させ得る点から好ましい。
【０１１９】
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　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物の製造において、分散処理を行うための
分散機としては、特に限定されないが、例えば、２本ロール、３本ロール等のロールミル
、ボールミル、振動ボールミル等のボールミル、ペイントシェーカー、連続ディスク型ビ
ーズミル、連続アニュラー型ビーズミル等のビーズミル等が挙げられる。ビーズミルの好
ましい分散条件として、使用するビーズ径は０．０３～２ｍｍが好ましく、より好ましく
は０．０５～１ｍｍである。具体的には、ビーズ径が比較的大きめな１～２ｍｍジルコニ
アビーズで予備分散を行い、更にビーズ径が比較的小さめな０．０３～０．１ｍｍジルコ
ニアビーズで本分散することが挙げられる。また、分散性の観点から、分散後、５．０～
０．２μｍ程度のメンブランフィルタで濾過することが好ましい。
【０１２０】
２．色材分散液
　本発明に係る色材分散液は、前記一般式（Ｉ）で表される色材が、アミン価を有する分
散剤により、溶剤に分散されてなることを特徴とする。
　本発明に係る色材分散液に用いられる、前記一般式（Ｉ）で表される色材、及びアミン
価を有する分散剤としては、上述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に用いら
れるものと同様のものを用いることができる。
【０１２１】
　本発明の色材分散液においては、前記一般式（Ｉ）で表される色材を中心に、分散剤の
色材親和性部位が該色材を取り囲み、その外側に、分散剤の溶剤親和性部位が配置された
状態、すなわち色材と分散剤のミセルを形成していると推定される。このようにして、本
発明の色材分散液においては、色材を、微細化された状態で分散剤に取り囲まれた微粒子
として、溶剤中に均一に分散させることができる。この場合には、前記色材を溶解させる
ための極性溶剤を用いなくても良いので、優れた安定性を有するようになる。また、形成
された塗膜においても、微細化された色材が分散剤に取り囲まれた微粒子として存在する
ため、溶剤再溶解性を有する点から好ましい。
【０１２２】
　本発明に用いられる色材と分散剤のミセルの平均分散粒径としては、カラーフィルタの
着色層とした場合に、所望の発色が可能なものであればよく、特に限定されないが、コン
トラストを低下させない点から、１０～１００ｎｍの範囲内であることが好ましく、１０
～８０ｎｍの範囲内であることがより好ましい。色材と分散剤のミセルの平均分散粒径が
上記範囲であることにより、本発明の色材分散液を用いて製造された液晶表示装置、有機
発光表示装置を高品質なものとすることができる。
　色材分散液中の色材と分散剤のミセルの平均分散粒径は、少なくとも溶剤を含有する分
散媒体中に分散している色材と分散剤のミセル粒子の分散粒径であって、レーザー光散乱
粒度分布計により測定されるものである。レーザー光散乱粒度分布計による粒径の測定と
しては、色材分散液に用いられている溶剤で、色材分散液をレーザー光散乱粒度分布計で
測定可能な濃度に適宜希釈（例えば、１０００倍など）し、レーザー光散乱粒度分布計（
例えば、日機装社製ナノトラック粒度分布測定装置ＵＰＡ－ＥＸ１５０）を用いて動的光
散乱法により２３℃にて測定することができる。ここでの平均分散粒径は、体積平均径で
ある。
【０１２３】
　本発明に係る色材分散液に用いられる溶剤としては、前記一般式（Ｉ）で表される色材
を分散することができる溶剤であれば特に限定されないが、例えば、２３℃における前記
一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．２（ｇ／１００ｇ溶剤）以下の溶剤を用いる
ことができ、溶解度が０．１（ｇ／１００ｇ溶剤）以下の溶剤を好ましく用いることがで
きる。
　溶剤の２３℃における前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度の判定方法は、本発明
のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において説明した通りであるのでここでは省略する。
　また、前記溶剤の具体例としては、上述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物
に用いられる２３℃における前記一般式（Ｉ）で表される色材の溶解度が０．２（ｇ／１
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００ｇ溶剤）以下の溶剤と同様のものが挙げられる。
【０１２４】
　本発明の色材分散液は、溶剤を含む色材分散液の全量に対する当該溶剤の含有量が、通
常５０～９５重量％であり、好ましくは６０～８５重量％である。溶剤が少なすぎると、
粘度が上昇し、分散性が低下しやすい。また、溶剤が多すぎると、色材濃度が低下し、樹
脂組成物を調製後目標とする色度座標に達成することが困難な場合がある。
　前記溶剤は、１種単独で用いても良いし、２種以上を組み合わせて用いても良い。
【０１２５】
　また、本発明の色材分散液には、本発明の効果が損なわれない限り、更に必要に応じて
、前記一般式（Ｉ）で表される色材以外の色材や分散補助樹脂、その他の成分を配合して
もよい。
　前記一般式（Ｉ）で表される色材以外の色材としては、特に限定されないが、例えば、
上述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に用いられる青色色材及びその他の色
材が挙げられる。
　分散補助樹脂としては、例えば上述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物で例
示されるアルカリ可溶性樹脂が挙げられる。アルカリ可溶性樹脂の立体障害によって色材
粒子同士が接触しにくくなり、分散安定化することやその分散安定化効果によって分散剤
を減らす効果がある場合がある。
　また、その他の成分としては、例えば、濡れ性向上のための界面活性剤、密着性向上の
ためのシランカップリング剤、消泡剤、ハジキ防止剤、酸化防止剤、凝集防止剤、紫外線
吸収剤などが挙げられる。
【０１２６】
　本発明の色材分散液の製造方法は、例えば、（ｉ）前記分散剤を溶剤に混合、撹拌し、
分散剤溶液を調製した後、当該分散剤溶液に、前記一般式（Ｉ）で表される色材と必要に
応じてその他の成分を混合し、公知の攪拌機または分散機を用いて分散させる方法が挙げ
られる。
　また、（ｉｉ）前記一般式（Ｉ）で表される色材を実質的に溶解しない溶剤又は難溶性
の溶剤に前記分散剤を混合、撹拌し、分散剤溶液を調製し、一方で、前記一般式（Ｉ）で
表される色材を良溶剤に溶解させた色材溶液を調製し、前記分散剤溶液と前記色材溶液と
を混合し、公知の攪拌機又は分散機を用いて攪拌させ、必要に応じて加熱処理し、反応終
了後、前記色材の良溶剤を分離して色材分散液を調製してもよい。
　また、本発明の色材分散液は、（ｉｉｉ）前記一般式（Ｉ）で表される色材と分散剤、
及び前記溶剤と前記色材の良溶剤を少量混合し、公知の攪拌機又は分散機で分散処理し、
反応終了後、前記色材の良溶剤を分離して色材分散液を調製してもよい。
　なお、本発明の色材分散液の製造に際に用いられる分散処理を行うための分散機として
は、上述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物の調製に用いられるものと同様の
ものが挙げられる。
【０１２７】
　また、前記一般式（Ｉ）で表される色材の－ＳＯ３

－基を、色材分散液調製時に－ＳＯ

３Ｈ基に変換する調製方法もある。その調製方法は特に限定されないが、例えば、以下の
方法が挙げられる。
　例えば、前記一般式（Ｉ）で表される色材をメタノール、エタノール等の色材の良溶媒
に溶かし、例えば濃塩酸等の前記酸処理法に用いる酸を加える。当該溶液に、プロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）等、２３℃における色材の溶解
度が０．２（ｇ／１００ｇ溶媒）以下の溶媒と、前記分散剤とを加えて加熱した後、減圧
蒸留等によりメタノール等の色材の良溶媒を除去し、更に、析出物を濾別し、ろ液を得る
ことにより、本発明に係る色材分散液を調製することができる。
【０１２８】
　本発明に係る色材分散液は、色材分散性に優れた上述の本発明に係るカラーフィルタ用
着色樹脂組成物を調製するための予備調製物として用いることができる。すなわち、色材
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分散液とは、上述のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を調製する前段階において、予備調
製される（組成物中の着色剤成分重量）／（組成物中の着色剤成分以外の固形分重量）比
の高い色材分散液である。具体的には、（組成物中の着色剤成分重量）／（組成物中の着
色剤成分以外の固形分重量）比は通常１．０以上である。色材分散液と少なくともバイン
ダー成分を混合することにより、分散性に優れた着色樹脂組成物を調製することができる
。
【０１２９】
３．カラーフィルタ
　本発明に係るカラーフィルタは、透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを
少なくとも備えるカラーフィルタであって、前記着色層の少なくとも１つが、前記本発明
に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層であることを
特徴とする。
　本発明に係るカラーフィルタは、前記本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を
硬化させて形成されてなる着色層を有するため、輝度及び耐光性に優れる。
【０１３０】
　このような本発明に係るカラーフィルタについて、図を参照しながら説明する。図１は
、本発明のカラーフィルタの一例を示す概略断面図である。図１によれば、本発明のカラ
ーフィルタ１０は、透明基板１と、遮光部２と、着色層３とを有している。
【０１３１】
＜着色層＞
　本発明のカラーフィルタに用いられる着色層は、少なくとも１つが、前記本発明に係る
カラーフィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層である。
　着色層は、通常、後述する透明基板上の遮光部の開口部に形成され、通常３色以上の着
色パターンから構成される。
　また、当該着色層の配列としては、特に限定されず、例えば、ストライプ型、モザイク
型、トライアングル型、４画素配置型等の一般的な配列とすることができる。また、着色
層の幅、面積等は任意に設定することができる。
　当該着色層の厚みは、塗布方法、着色樹脂組成物の固形分濃度や粘度等を調整すること
により、適宜制御されるが、通常、１～５μｍの範囲であることが好ましい。
【０１３２】
　当該着色層は、例えば、カラーフィルタ用着色樹脂組成物が感光性樹脂組成物の場合、
下記の方法により形成することができる。
　まず、前述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を、スプレーコート法、ディ
ップコート法、バーコート法、コールコート法、スピンコート法などの塗布手段を用いて
後述する透明基板上に塗布して、ウェット塗膜を形成させる。
　次いで、ホットプレートやオーブンなどを用いて、該ウェット塗膜を乾燥させたのち、
これに、所定のパターンのマスクを介して露光し、アルカリ可溶性樹脂及び多官能モノマ
ー等を光重合反応させて、着色樹脂組成物の塗膜とする。露光に使用される光源としては
、例えば低圧水銀灯、高圧水銀灯、メタルハライドランプなどの紫外線、電子線等が挙げ
られる。露光量は、使用する光源や塗膜の厚みなどによって適宜調整される。
　また、露光後に重合反応を促進させるために、加熱処理を行ってもよい。加熱条件は、
使用する着色樹脂組成物中の各成分の配合割合や、塗膜の厚み等によって適宜選択される
。
【０１３３】
　次に、現像液を用いて現像処理し、未露光部分を溶解、除去することにより、所望のパ
ターンで塗膜が形成される。現像液としては、通常、水や水溶性溶剤にアルカリを溶解さ
せた溶液が用いられる。このアルカリ溶液には、界面活性剤などを適量添加してもよい。
また、現像方法は一般的な方法を採用することができる。
　現像処理後は、通常、現像液の洗浄、着色樹脂組成物の硬化塗膜の乾燥が行われ、着色
層が形成される。なお、現像処理後に、塗膜を十分に硬化させるために加熱処理を行って
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もよい。加熱条件としては特に限定はなく、塗膜の用途に応じて適宜選択される。
【０１３４】
＜遮光部＞
　本発明のカラーフィルタにおける遮光部は、後述する透明基板上にパターン状に形成さ
れるものであって、一般的なカラーフィルタに遮光部として用いられるものと同様とする
ことができる。
　当該遮光部のパターン形状としては、特に限定されず、例えば、ストライプ状、マトリ
クス状等の形状が挙げられる。この遮光部としては、例えば、黒色顔料をバインダー樹脂
中に分散又は溶解させたものや、クロム、酸化クロム等の金属薄膜等が挙げられる。この
金属薄膜は、ＣｒＯｘ膜（ｘは任意の数）及びＣｒ膜が２層積層されたものであってもよ
く、また、より反射率を低減させたＣｒＯｘ膜（ｘは任意の数）、ＣｒＮｙ膜（ｙは任意
の数）及びＣｒ膜が３層積層されたものであってもよい。
　当該遮光部が黒色着色剤をバインダー樹脂中に分散又は溶解させたものである場合、こ
の遮光部の形成方法としては、遮光部をパターニングすることができる方法であればよく
、特に限定されず、例えば、遮光部用着色樹脂組成物を用いたフォトリソグラフィー法、
印刷法、インクジェット法等を挙げることができる。
【０１３５】
　上記の場合であって、遮光部の形成方法として印刷法やインクジェット法を用いる場合
、バインダー樹脂としては、例えば、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポリアクリレート
樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルピロリドン樹脂、
ヒドロキシエチルセルロース樹脂、カルボキシメチルセルロース樹脂、ポリ塩化ビニル樹
脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂
、ポリエステル樹脂、マレイン酸樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げられる。
【０１３６】
　また、上記の場合であって、遮光部の形成方法としてフォトリソグラフィー法を用いる
場合、バインダー樹脂としては、例えば、アクリレート系、メタクリレート系、ポリ桂皮
酸ビニル系、もしくは環化ゴム系等の反応性ビニル基を有する感光性樹脂が用いられる。
この場合、黒色着色剤及び感光性樹脂を含有する遮光部用着色樹脂組成物には、光重合開
始剤を添加してもよく、さらには必要に応じて増感剤、塗布性改良剤、現像改良剤、架橋
剤、重合禁止剤、可塑剤、難燃剤等を添加してもよい。
【０１３７】
　一方、遮光部が金属薄膜である場合、この遮光部の形成方法としては、遮光部をパター
ニングすることができる方法であればよく、特に限定されず、例えば、フォトリソグラフ
ィー法、マスクを用いた蒸着法、印刷法等を挙げることができる。
【０１３８】
　遮光部の膜厚としては、金属薄膜の場合は０．２～０．４μｍ程度で設定され、黒色着
色剤をバインダー樹脂中に分散又は溶解させたものである場合は０．５～２μｍ程度で設
定される。
【０１３９】
＜透明基板＞
　本発明のカラーフィルタにおける透明基板としては、可視光に対して透明な基材であれ
ばよく、特に限定されず、一般的なカラーフィルタに用いられる透明基板を使用すること
ができる。具体的には、石英ガラス、無アルカリガラス、合成石英板等の可撓性のない透
明なリジッド材、あるいは、透明樹脂フィルム、光学用樹脂板、フレキシブルガラス等の
可撓性を有する透明なフレキシブル材が挙げられる。
　当該透明基板の厚みは、特に限定されるものではないが、本発明のカラーフィルタの用
途に応じて、例えば１００μｍ～１ｍｍ程度のものを使用することができる。
　なお、本発明のカラーフィルタは、上記透明基板、遮光部及び着色層以外にも、例えば
、オーバーコート層や透明電極層、さらには配向膜や柱状スペーサ等が形成されたもので
あってもよい。
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【０１４０】
４．液晶表示装置
　本発明の液晶表示装置は、前述した本発明に係るカラーフィルタと、対向基板と、前記
カラーフィルタと前記対向基板との間に形成された液晶層とを有することを特徴とする。
　このような本発明の液晶表示装置について、図を参照しながら説明する。図２は、本発
明の液晶表示装置の一例を示す概略図である。図２に例示するように本発明の液晶表示装
置４０は、カラーフィルタ１０と、ＴＦＴアレイ基板等を有する対向基板２０と、上記カ
ラーフィルタ１０と上記対向基板２０との間に形成された液晶層３０とを有している。
　なお、本発明の液晶表示装置は、この図２に示される構成に限定されるものではなく、
一般的にカラーフィルタが用いられた液晶表示装置として公知の構成とすることができる
。
【０１４１】
　本発明の液晶表示装置の駆動方式としては、特に限定はなく一般的に液晶表示装置に用
いられている駆動方式を採用することができる。このような駆動方式としては、例えば、
ＴＮ方式、ＩＰＳ方式、ＯＣＢ方式、及びＭＶＡ方式等を挙げることができる。本発明に
おいてはこれらのいずれの方式であっても好適に用いることができる。
　また、対向基板としては、本発明の液晶表示装置の駆動方式等に応じて適宜選択して用
いることができる。
　さらに、液晶層を構成する液晶としては、本発明の液晶表示装置の駆動方式等に応じて
、誘電異方性の異なる各種液晶、及びこれらの混合物を用いることができる。
【０１４２】
　液晶層の形成方法としては、一般に液晶セルの作製方法として用いられる方法を使用す
ることができ、例えば、真空注入方式や液晶滴下方式等が挙げられる。
　真空注入方式では、例えば、あらかじめカラーフィルタ及び対向基板を用いて液晶セル
を作製し、液晶を加温することにより等方性液体とし、キャピラリー効果を利用して液晶
セルに液晶を等方性液体の状態で注入し、接着剤で封止することにより液晶層を形成する
ことができる。その後、液晶セルを常温まで徐冷することにより、封入された液晶を配向
させることができる。
　また液晶滴下方式では、例えば、カラーフィルタの周縁にシール剤を塗布し、このカラ
ーフィルタを液晶が等方相になる温度まで加熱し、ディスペンサー等を用いて液晶を等方
性液体の状態で滴下し、カラーフィルタ及び対向基板を減圧下で重ね合わせ、シール剤を
介して接着させることにより、液晶層を形成することができる。その後、液晶セルを常温
まで徐冷することにより、封入された液晶を配向させることができる。
【０１４３】
５．有機発光表示装置
　本発明に係る有機発光表示装置は、前述した本発明に係るカラーフィルタと、有機発光
体とを有することを特徴とする。
　このような本発明の有機発光表示装置について、図を参照しながら説明する。図３は、
本発明の有機発光表示装置の一例を示す概略図である。図３に例示するように本発明の有
機発光表示装置１００は、カラーフィルタ１０と、有機発光体８０とを有している。カラ
ーフィルタ１０と、有機発光体８０との間に、有機保護層５０や無機酸化膜６０を有して
いても良い。
【０１４４】
　有機発光体８０の積層方法としては、例えば、カラーフィルタ上面へ透明陽極７１、正
孔注入層７２、正孔輸送層７３、発光層７４、電子注入層７５、および陰極７６を逐次形
成していく方法や、別基板上へ形成した有機発光体８０を無機酸化膜６０上に貼り合わせ
る方法などが挙げられる。有機発光体８０における、透明陽極７１、正孔注入層７２、正
孔輸送層７３、発光層７４、電子注入層７５、および陰極７６、その他の構成は、公知の
ものを適宜用いることができる。このようにして作製された有機発光表示装置１００は、
例えば、パッシブ駆動方式の有機ＥＬディスプレイにもアクティブ駆動方式の有機ＥＬデ
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ィスプレイにも適用可能である。
　なお、本発明の有機発光表示装置は、この図３に示される構成に限定されるものではな
く、一般的にカラーフィルタが用いられた有機発光表示装置として公知の構成とすること
ができる。
【実施例】
【０１４５】
　以下、本発明について実施例を示して具体的に説明する。これらの記載により本発明を
制限するものではない。
【０１４６】
（合成例１：色材Ａの合成）
　以下の手順により、下記構造式で表される色材Ａを合成した。
　５００ｍｌの４つ口フラスコに、下記式（Ａ）のスルホフルオラン化合物４０．２重量
部、メタノール３１２重量部、Ｎ－メチル－２，６－キシリジン６．８重量部及びＮ－メ
チル－ｏ－トルイジン６．０重量部を仕込み、３０時間還流させた。この反応液を６０℃
でろ過して不溶解分を除いた後、反応液が約７０ｍｌになるまで減圧下で溶媒を除き、６
％塩酸２００重量部に注いだ。次いで、水６００重量部を加えて室温で３０分間攪拌した
後、ウェットケーキをろ取した。このウェットケーキを１００重量部の水に懸濁させて６
０℃で２時間攪拌した後、再びろ取して６０℃の湯で水洗後、乾燥させることにより、色
材Ａ２７．４重量部を得た。
【０１４７】
【化１２】

【０１４８】
【化１３】

【０１４９】
（合成例２：色材Ｂの合成）
　以下の手順により、下記構造式で表される色材Ｂを合成した。
　合成例１において、Ｎ－メチル－ｏ－トルイジン６．０重量部をＮ－メチルー２－メチ
ルー６－エチルアニリン７．５重量部に変えた以外は同様にして、色材Ｂ２４．７重量部
を得た。
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【０１５０】
【化１４】

【０１５１】
＜評価：溶媒への不溶性＞
　上記合成した色材Ａ、Ｂについて、以下の手順でプロピレングリコールモノメチルエー
テルアセテート（以下ＰＧＭＥＡ、ダイセル化学製）への不溶性の評価を行った。
　まず、２０ｍＬサンプル管瓶に、色材Ａ又は色材Ｂを０．１ｇ投入し、次いでＰＧＭＥ
Ａ１０ｍｌをホールピペットを用いて投入し、密栓した後に超音波で３分間処理した。得
られた液は２３℃のウォーターバスで６０分間静置保管した。この上澄み液５ｍｌを孔径
５μｍのＰＴＦＥ製メンブレンフィルターでろ過し、さらに孔径０．２５μｍのＰＴＦＥ
製メンブレンフィルターでろ過しＰＧＭＥＡ不溶物を除いた。得られたろ液の吸光スペク
トルを紫外可視分光光度計（島津製作所社製　ＵＶ－２５００ＰＣ）で１ｃｍセルを用い
て測定した。各色材Ａ、Ｂの極大吸収波長における吸光度（ａｂｓ）を求めた。このとき
、吸光度が２未満であれば当該溶剤は、色材を実質的に溶解しない溶剤であると評価でき
、色材の溶解度が０．２（ｇ／１００ｇ溶媒）以下の有機溶媒の溶剤であると評価できる
。色材Ａ、Ｂの測定波長とその吸光度（ａｂｓ）を下記に表１に示す。なお、本測定方法
による吸光度の測定限界は、０．００５であった。
【０１５２】
【表１】

【０１５３】
（合成例３：青色色材Ｃの合成）
　まず、１３ｍｏｌ／ｌのＨＮＯ３水溶液９．８ｍｌに１ｍｏｌ／ｌのＮａ２ＭｏＯ４水
溶液１６．４ｍｌを加えた攪拌した。この溶液にInorganic Synthesis vol27 p85に記載
の方法で調製したＫ８（α型ＳｉＷ１１Ｏ３９）・１３Ｈ２Ｏ　１６．４ｇを少量ずつ添
加した。室温で４時間攪拌後、飽和ＫＣｌ水溶液で洗浄した。得られた固体を室温で乾燥
し、１２．２ｇのＫ４（ＳｉＭｏＷ１１Ｏ４０）を得た。
【０１５４】
　次に、Ｃ．Ｉ．ベーシックブルー７（ＢＢ７、東京化成株式会社製）６．４６ｇを精製
水３９０ｍｌに投入し、４０℃で攪拌して溶解した。これとは別に、上記で調製したＫ４

（ＳｉＭｏＷ１１Ｏ４０）　１２．２ｇを精製水５０ｍｌに溶解した。ＢＢ７溶液に、Ｋ

４（ＳｉＭｏＷ１１Ｏ４０）溶液を投入し、そのまま４０℃で１時間攪拌した。次いで、
内温を８０℃に上げ、更に１時間攪拌しレーキ化を行った。冷却後濾過し、３００ｍｌの
精製水で３回洗浄した。得られた固体を９０℃で乾燥させることにより、黒青色固体で平
均一次粒径が５０ｎｍの青色色材Ｃを１３．４ｇ得た。
【０１５５】
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（製造例１：青色顔料分散液（Ａ）の調製）
　３０ｍｌマヨネーズ瓶に市販のピグメントブルー１５：６顔料　３．０重量部、ＢＹＫ
－ＬＰＮ２１１１６（ビックケミー社製　不揮発分４０重量％）を４．５重量部、ＰＧＭ
ＥＡ２２．５重量部、径２ｍｍのジルコニアビーズ３０重量部を入れ、ペイントシェーカ
ー（浅田鉄鋼製）にて１時間予備解砕した後、混合液を別の３０ｍｌマヨネーズ瓶に移し
変え、径０．１ｍｍのジルコニアビーズ３０重量部を加えてペイントシェーカーにて５時
間振とうし、製造例１の青色顔料分散液（Ａ）を得た。得られた青色顔料分散液（Ａ）０
．１重量部をＰＧＭＥＡ９．９重量部で希釈し、マイクロトラックＵＰＡ粒度分布計（日
機装社製）を用いて、粒度分布を測定した。評価は５０％平均粒子径で行い、体積換算（
ＭＶ）で４７ｎｍであった。
【０１５６】
（製造例２：青色色材分散液（Ｂ）の調製）
　製造例１において、ＰＢ１５：６の代わりに、青色色材Ｃを用いた以外は、製造例１と
同様にして、製造例２の青色色材分散液（Ｂ）を得た。得られた青色色材分散液（Ｂ）に
ついてそれぞれ０．１重量部をＰＧＭＥＡ９．９重量部で希釈し、マイクロトラックＵＰ
Ａ粒度分布計（日機装社製）を用いて、粒度分布を測定した。評価は５０％平均粒子径で
行い、体積換算（ＭＶ）した結果は１１４ｎｍｍであった。
【０１５７】
（比較製造例１：紫色顔料分散液（Ｃ）の調製）
　製造例１において、ＰＢ１５：６の代わりに市販のピグメントバイオレット顔料（ＰＶ
２３）を用いた以外は、製造例１と同様にして、製造例３の紫色顔料分散液（Ｃ）を得た
。得られた紫色顔料分散液（Ｃ）についてそれぞれ０．１重量部をＰＧＭＥＡ９．９重量
部で希釈し、マイクロトラックＵＰＡ粒度分布計（日機装社製）を用いて、粒度分布を測
定した。評価は５０％平均粒子径で行い、体積換算（ＭＶ）した結果は８７ｎｍであった
。
【０１５８】
（比較製造例２：赤色染料分散液（Ｄ）の調製）
　フラスコに、下記化学式で表されるアシッドレッド２８９（ＡＲ２８９、東京化成社製
）１００重量部に対し、メタノールを１０００重量部加えてマグネチックスターラーにて
溶解させた。溶解を確認後、濃塩酸３１重量部を加え攪拌して、スルホン酸塩をスルホン
酸基（－ＳＯ３Ｈ）に変換し、さらにＰＧＭＥＡ１０００重量部を加えた。次いで分散剤
ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９（商品名、ビックケミー社製、３級アミンを有する繰り返し単位
からなるブロック部を含むブロックポリマー、不揮発分６０重量％、アミン価　１２０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量　８０００）２８８重量部を加えて攪拌した。その後、還
流冷却管を接続し、ウォーターバスにて８０℃まで昇温させ、８０℃到達後４時間反応さ
せた。その後エバポレーターにより、ウォーターバス４５℃でメタノールを溜去し、ＰＧ
ＭＥＡ１０００重量部を加えた後１６時間室温で冷却放置した。次いで析出物をろ別し、
１００重量部程度のＰＧＭＥＡにてろ過物を洗浄し、得られたろ液を回収し、染料が均一
に分散された赤色染料分散液（Ｄ）を得た。
【０１５９】
【化１５】

【０１６０】
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（比較製造例３：赤色染料分散液（Ｅ）の調製）
　比較製造例２においてＡＲ２８９の代わりに、下記化学式で表されるアシッドレッド５
２（ＡＲ５２、東京化成社製）を用い、濃塩酸の配合量を３７重量部とし、ＢＹＫ－ＬＰ
Ｎ６９１９の配合量を３３６重量部とした以外は同様にして、染料が均一に分散された赤
色染料分散液（Ｅ）を得た。
【０１６１】
【化１６】

【０１６２】
（実施例１：色材分散液（Ｆ）の調製）
　比較製造例２においてＡＲ２８９の代わりに色材Ａを用い、濃塩酸の配合量を１９重量
部とし、ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９の配合量を３３１重量部とした以外は同様にして、色材
Ａが均一に分散された色材分散液（Ｆ）を得た。
【０１６３】
（実施例２：色材分散液（Ｇ）の調製）
　比較製造例２においてＡＲ２８９の代わりに色材Ｂを用い、濃塩酸の配合量を１８重量
部とし、ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９の配合量を３１６重量部とした以外は同様にして、色材
Ｂが均一に分散された色材分散液（Ｇ）を得た。
【０１６４】
（実施例３：色材分散液（Ｈ）の調製）
　フラスコに色材Ａ１００重量部に対し、メタノールを１０００重量部加えてマグネチッ
クスターラーにて溶解させた。溶解を確認後、ＰＧＭＥＡ１０００重量部を加えた。次い
で分散剤Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１（商品名、ビックケミー社製、ポリウレタン系分散
剤、不揮発分３０重量％、アミン価　１１ｍｇＫＯＨ／ｇ）３３３重量部を加えて攪拌し
た。その後、還流冷却管を接続し、ウォーターバスにて８０℃まで昇温させ、８０℃到達
後４時間反応させた。その後エバポレーターにより、ウォーターバス４５℃でメタノール
を溜去し、ＰＧＭＥＡ１０００重量部を加えた後１６時間室温で冷却放置した。次いで析
出物をろ別し、１００重量部程度のＰＧＭＥＡにてろ過物を洗浄し、得られたろ液を回収
し、色材Ａが均一に分散された色材分散液（Ｈ）を得た。
【０１６５】
（実施例４：色材分散液（Ｉ）の調製）
　実施例３において色材Ａの代わりに色材Ｂを用い、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１の配合
量を３１７重量部とした以外は同様にして、色材Ｂが均一に分散された色材分散液（Ｉ）
を得た。
【０１６６】
＜色材分散液の評価：色材分散性＞
　実施例１～４で得られた色材分散液（Ｆ）～（Ｉ）中に含まれる粒子の平均分散粒径の
測定を行った。当該粒径は、色材Ａ又は色材Ｂと分散剤のミセルの平均分散粒径と推定さ
れる。平均分散粒径の測定としては、ＰＧＭＥＡで１０００倍に希釈し、レーザー光散乱
粒度分布計（日機装社製ナノトラック粒度分布測定装置ＵＰＡ－ＥＸ１５０）を用いて動
的光散乱法により２３℃にて測定した。その結果、色材分散液（Ｆ）：４１ｎｍ、色材分
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った。ここでの平均分散粒径は、体積平均径（ＭＶ）である。
【０１６７】
（製造例３：感光性バインダー成分（ＣＲ－１）の調製）
　アルカリ可溶性樹脂としてメタクリル酸／メタクリル酸メチル／メタクリル酸ベンジル
共重合体（モル比：１０／３０／５０、重量平均分子量：９０００、酸価：７０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ、有効成分含量４０重量％）６８．０重量部、多官能性モノマーとしてジペンタエ
リスリトールヘキサアクリレート（日本化薬社製、「ＫＡＹＡＲＡＤ  ＤＰＨＡ」）４０
．８重量部、光開始剤として２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モ
ルフォリノプロパン－１－オン（ＢＡＳＦジャパン社製、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７」）
９．０重量部、ジエチルチオキサントン（日本化薬社製、「ＤＥＴＸ－Ｓ」）３．０重量
部及び溶媒としてＰＧＭＥＡ７９．２重量部を添加した後、均一になるまで混合し、感光
性バインダー成分（ＣＲ－１）を得た。
【０１６８】
（参考例１：着色樹脂組成物の調製）
　合成例１で得られた色材Ａ１．００重量部を乳酸エチル１０．０重量部に溶解して色材
溶液を調製し、一方で、製造例３で得られた感光性バインダー成分（ＣＲ－１）２７．４
重量部、シランカップリング剤ＫＢＭ－５０３（信越シリコーン製）０．２重量部、界面
活性剤メガファックＲ０８ＭＨ（ＤＩＣ製）０．０２重量部、ＰＧＭＥＡ６１．１重量部
を混合し、これにさらに前記色材溶液を混合することにより、参考例１の着色樹脂組成物
を得た。
【０１６９】
　（参考例２、参考比較例１～２：着色樹脂組成物の調製）
　参考例１において色材Ａの代わりにそれぞれ、色材Ｂ、ＡＲ２８９、ＡＲ５２を用いた
以外は同様にして、参考例２、参考比較例１、参考比較例２の着色樹脂組成物を得た。
【０１７０】
＜キサンテン骨格を有する色材単色での耐光性試験＞
　参考例１～２及び参考比較例１～２の着色樹脂組成物をそれぞれ、厚み０．７ｍｍのガ
ラス基板（ＮＨテクノグラス（株）製、「ＮＡ３５」）上に、スピンコーターを用いて塗
布した。その後、８０℃のホットプレート上で３分間加熱乾燥を行った。フォトマスクを
介さずに超高圧水銀灯を用いて６０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射した。その後、着色膜が
形成されたガラス板を２３０℃のクリーンオーブンで３０分間ポストベークすることによ
って硬化膜（着色膜）を得た。それぞれ、ポストベーク後の膜厚（Ｔ；μｍ）が１．５と
なるようにした。
　大気下試料はキセノンランプ（アトラス社製Ｃｉ４０００ウェザメータ、内側フィルタ
ー：石英、外側フィルター：ソーダライム＆赤外線吸収コーティング（ＣＩＲＡ））を用
い、４２０ｎｍの波長で、照度を１．２ｍＷ／ｍ２として、７０時間（３００ｋＪ／ｍ２

相当）した前後でΔＥａｂ値を測定した。ΔＥａｂ値の絶対値が小さいほど耐光性に優れ
ているといえる。
　ポストベーク処理された着色膜のＬ、ａ、ｂを測定し、Ｌ１、ａ１、ｂ１とした。耐光
試験後の着色膜のＬ、ａ、ｂを再び測定し、Ｌ３、ａ３、ｂ３とした。ΔＥａｂは下記式
より算出される。
　ΔＥａｂ＝｛（Ｌ３－Ｌ１）２＋（ａ３－ａ１）２＋（ｂ３－ｂ１）２｝１／２

【０１７１】
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【表２】

【０１７２】
（実施例５：着色樹脂組成物の調製）
　合成例１で得られた色材Ａ０．７０重量部を乳酸エチル７．０重量部に溶解して色材溶
液を調製し、一方で、製造例１で得られた青色顔料分散液（Ａ）３２．９重量部、製造例
３で得られた感光性バインダー成分（ＣＲ－１）３４．９重量部、シランカップリング剤
ＫＢＭ－５０３（信越シリコーン製）０．４重量部、界面活性剤メガファックＲ０８ＭＨ
（ＤＩＣ製）０．０４重量部、ＰＧＭＥＡ２４．１重量部を混合し、これにさらに前記色
材溶液を混合することにより、実施例５の着色樹脂組成物を得た。
【０１７３】
（実施例６：着色樹脂組成物の調製）
　実施例５において、色材Ａの代わりに色材Ｂ０．５２重量部を用い、乳酸エチルの配合
量を５．２重量部とし、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３４．６重量部とし、ＣＲ－１
の配合量を３４．６重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を２４．６重量部とした以外は同様
にして、実施例６の着色樹脂組成物を得た。
【０１７４】
（実施例７：着色樹脂組成物の調製）
　実施例１で得られた色材分散液（Ｆ）１５．６重量部、製造例１で得られた青色顔料分
散液（Ａ）３２．９重量部、製造例３で得られた感光性バインダー成分（ＣＲ－１）３１
．４重量部、シランカップリング剤ＫＢＭ－５０３（信越シリコーン製）０．４重量部、
界面活性剤メガファックＲ０８ＭＨ（ＤＩＣ製）０．０４重量部、ＰＧＭＥＡ　１９．７
重量部を混合し、実施例７の着色樹脂組成物を得た。
【０１７５】
（実施例８：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに色材分散液（Ｇ）１１．５重量部を用
い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３４．６重量部とし、ＣＲ－１の配合量を３２．２
重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を２１．２重量部とした以外は同様にして、実施例８の
着色樹脂組成物を得た。
【０１７６】
（実施例９：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに色材分散液（Ｈ）１６．２重量部を用
い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３２．９重量部とし、ＣＲ－１の配合量を３３．２
重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を１７．３重量部とした以外は同様にして、実施例９の
着色樹脂組成物を得た。
【０１７７】
（実施例１０：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに色材分散液（Ｉ）１２．０重量部を用
い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３４．６重量部とし、ＣＲ－１の配合量を３３．４
重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を１９．５重量部とした以外は同様にして、実施例１０
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の着色樹脂組成物を得た。
【０１７８】
（比較例１：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに比較製造例１で得られた紫色顔料分散
液（Ｃ）１０．１重量部を用い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を２９．７重量部とし、
ＣＲ－１の配合量を３３．９重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を２５．９重量部とした以
外は同様にして、比較例１の着色樹脂組成物を得た。
【０１７９】
（比較例２：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに赤色染料分散液（Ｄ）１１．０重量部
を用い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３４．８重量部とし、ＣＲ－１の配合量を３２
．５重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を２１．２重量部とした以外は同様にして、比較例
２の着色樹脂組成物を得た。
【０１８０】
（比較例３：着色樹脂組成物の調製）
　実施例７において、色材分散液（Ｆ）の代わりに赤色染料分散液（Ｅ）１８．２重量部
を用い、青色顔料分散液（Ａ）の配合量を３１．７重量部とし、ＣＲ－１の配合量を３１
．０重量部とし、ＰＧＭＥＡの配合量を１８．６重量部とした以外は同様にして、比較例
３の着色樹脂組成物を得た。
【０１８１】
【表３】

【０１８２】
　次に実施例５～１０及び比較例１～３の着色樹脂組成物について、以下の光学特性評価
及び耐光性試験を行った。評価結果を表４に示す。
【０１８３】
＜光学特性評価試験１＞
　光学特性評価は以下のように行った。実施例５～１０及び比較例１～３の着色樹脂組成
物をそれぞれ、厚み０．７ｍｍのガラス基板（ＮＨテクノグラス（株）製、「ＮＡ３５」
）上に、スピンコーターを用いて塗布した。その後、８０℃のホットプレート上で３分間
加熱乾燥を行った。フォトマスクを介さずに超高圧水銀灯を用いて６０ｍＪ／ｃｍ２の紫
外線を照射することによって硬化膜（青色着色膜）を得た。乾燥硬化後の膜厚（Ｔ；μｍ
）は後述のポストベーク後の色度がｙ＝０．０８５となるようにした。着色膜が形成され
たガラス板を２３０℃のクリーンオーブンで３０分間ポストベークし、得られた着色膜の
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色度（ｘ、ｙ）及び輝度（Ｙ）を測定した。色度及び輝度はオリンパス（株）社製「顕微
分光測定装置ＯＳＰ－ＳＰ２００」を用いて測定した。輝度は、Ｙ値が９．７０以上であ
る場合は◎、９．３５以上９．７０未満である場合は○、９．００以上９．３５未満であ
る場合は△、９．００未満である場合は×と評価される。
【０１８４】
＜耐光性試験１＞
　上記光学特性評価１と同様に調製されたポストベーク処理された基板を別途用意して、
着色膜のＬ０、ａ０、ｂ０を測定した。その後、大気圧下でキセノンランプ（アトラス社
製Ｃｉ４０００ウェザメータ、内側フィルター：石英、外側フィルター：ソーダライム＆
赤外線吸収コーティング（ＣＩＲＡ））を用い、４２０ｎｍの波長で、照度を１．２Ｗ／
ｍ２として、７０時間（３００ｋＪ／ｍ２相当）照射した。得られた着色膜のＬ、ａ、ｂ
を再び測定し、Ｌ１、ａ１、ｂ１とした。耐光性試験１において、耐光性は、下記式より
算出されるΔＥａｂの値が５未満である場合は○、５以上１０未満である場合は△、１０
以上である場合は×と評価される。
ΔＥａｂ＝｛（Ｌ１－Ｌ０）２＋（ａ１－ａ０）２＋（ｂ１－ｂ０）２｝１／２

【０１８５】
【表４】

【０１８６】
（実施例１１～１２：着色樹脂組成物の調製）
　実施例９～１０において青色顔料分散液（Ａ）の代わりに青色色材分散液（Ｂ）を用い
たこと以外は同様にして実施例１１～１２の着色樹脂組成物を得た。
【０１８７】
（比較例４～６：着色樹脂組成物の調製）
　比較例１～３において青色顔料分散液（Ａ）の代わりに青色色材分散液（Ｂ）を用いた
こと以外は同様にして比較例４～６の着色樹脂組成物を得た。
【０１８８】
＜光学特性評価試験２＞
　実施例１１～１２及び比較例４～６で得られた着色樹脂組成物について、ポストベーク
の温度を１７０℃とし、ポストベーク後の色度がｙ＝０．０７０となるようにしたこと以
外は、上述の光学特性評価試験１と同様にして、得られた着色膜の光学特性評価試験２を
行った。
　また、得られた着色膜のコントラストも測定した。コントラストの測定は、壺坂電気（
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株）社製「コントラスト測定装置ＣＴ－１Ｂ」を用いて行った。
　評価結果を表５に示す。
【０１８９】
＜耐光性試験２＞
　上記光学特性評価試験２と同様に調製されたポストベーク処理された基板を別途用意し
て、上述の耐光性試験１と同様にして、ΔＥａｂを求めた。耐光性試験２において、耐光
性は、ΔＥａｂの値が７未満である場合は○、７以上１５以下である場合は△、１５を超
える場合は×と評価される。評価結果を表５に示す。
【０１９０】
【表５】

【０１９１】
（結果のまとめ）
　実施例５～１２で得られた着色樹脂組成物は、本発明で特定する構造を有する色材と、
青色色材と、バインダー成分と、溶剤とを含有していたため、形成された着色膜は、輝度
及び耐光性に優れていた。
　一方、比較例１及び比較例４で得られた着色樹脂組成物は、本発明で特定する構造を有
する色材の代わりに、ＰＶ２３を用いたため、輝度に劣っていた。
　比較例２及び比較例５で得られた着色樹脂組成物は、本発明で特定する構造を有する色
材の代わりに、ＡＲ２８９を用いたため、輝度及び耐光性に劣っていた。これは、ＡＲ２
８９は、ＳＯ２を含有する官能基を２つ有し、且つ窒素原子と直接結合している水素を有
することに起因すると考えられる。
　比較例３及び比較例６で得られた着色樹脂組成物は、本発明で特定する構造を有する色
材の代わりに、ＡＲ５２を用いたため、輝度及び耐光性に劣っていた。これは、ＡＲ５２
は、ＳＯ２を含有する官能基を２つ有し、且つ窒素原子に飽和炭化水素基のみが結合して
いることに起因すると考えられる。
【符号の説明】
【０１９２】
　１　透明基板
　２　遮光部
　３　着色層
　１０　カラーフィルタ
　２０　対向基板
　３０　液晶層
　４０　液晶表示装置
　５０　有機保護層
　６０　無機酸化膜
　７１　透明陽極
　７２　正孔注入層
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　７３　正孔輸送層
　７４　発光層
　７５　電子注入層
　７６　陰極
　８０　有機発光体
１００　有機発光表示装置

【図１】
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【図２】

【図３】
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